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 午前 ９時５９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 ただいまの出席議員24名でありま

す。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第３号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○鳥海隆太議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、新庁舎と新病院がつくる市民価値につい

て外１点、24番相田克平議員。 

  〔２４番相田克平議員登壇〕（拍手） 

○２４番（相田克平議員） 皆さん、おはようござ

います。 

  明誠会の相田でございます。 

  私の質問は、新庁舎と新病院がつくる市民価値

についてと立地適正化計画策定へ向けた本市の

ファシリティマネジメントについての２点でご

ざいます。 

  まず初めに、新庁舎と新病院がつくる市民価値

についてを伺います。 

  建設へ巨額な建設費用を投じる限りは、老朽化

した施設の単なる更新にとどまることなく、新た

な市民価値の創出が不可欠と私は考えます。市と

病院がどのような考えで臨んでいるのか、次の３

点で伺いたいと思います。 

  １、新庁舎が創出する市民価値は何か。 

  新庁舎が整備されることで、市民にとってどん

な価値が生まれるのか。各種手続で来庁する市民

への対応改善は最低限のラインであり、窓口業務

はもちろん、市役所の業務全体が変わった、よく

なったと、そしてまち全体がよくなったと感じら

れるような成果につなげる必要があると考えま

すが、どうでしょうか。 

  ２、新病院が創出する市民価値は何か。 

  医師や看護師などの医療人材が不足し、地域医

療の持続性確保が問われる現在、新病院建設でど

のような市民価値が創出されるのかお伺いいた

します。 

  そして、３、地域医療を守り育てる政策提言に

対する見解と対応は。 

  昨年度提出された市議会民生常任委員会の政策

提言をどのように捉え、どう取り組むのか。それ

ぞれの項目について確認したいと思いますが、き

ょうは特に２つの点で確認させていただきたい

と思っています。 

  持続可能でより充実した地域医療体制の構築に

は、病院のみならず市のリーダーシップのもとで

市民一丸となった取り組みが必要と考えます。そ

の点についてお伺いしたいと思います。 

  以上３つについて質問しますが、特に３点目に

ついては、提言内容の理解も必要になりますので、

ここで触れておきたいと思います。 

  本市の地域医療は、医師や看護師不足が解消さ

れない中、現場の負担が増加しています。特に市

民の生命を守るために欠くことのできない救急

医療を含む急性期医療の現場で、その傾向は強く、

尊い使命感に支えられた現場の献身的な努力に

も限界があり、ブラックと言える現状をこれ以上

放置することは地域医療の崩壊に直結するもの

です。地域医療を守るためには、限られた医療資

源の効率化を図るとともに、必要な医師確保のた

めにも、現在、大きな負担を強いている勤務環境

の早急な改善が求められています。 

  そのような状況の中で、病院建てかえを機に、

市立病院と三友堂病院による医療連携が協議さ

れ、地域医療連携推進法人という新たな枠組みの

中で、人材や病床数など、さまざまな面での連携

を図ることで、急性期医療と回復期医療に対する

役割を明確化させ、地域医療体制の強化と充実を

図る方針が示されたことは、本市の地域医療の持

続性向上にとって大きな前進と期待しています。 
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  しかしながら、地域医療の現場は、医療を提供

する側だけで構成されているわけではありませ

ん。市民が医療面においても安心して暮らしてい

けるまちであるためには、医療の提供を受ける側

である市民側の理解と協力が不可欠な時代であ

ることを多くの市民とともに認識し、地域医療を

守り育てる意識を共有することが重要と考えま

す。 

  そのようなことから、昨年度市議会民生常任委

員会では、２年間にわたる調査研究に基づき、市

民の生命と健康を守るために必要な地域医療を

市民とともに守り、そして育てる取り組みを始め

るための提言をまとめ、本市の取り組みを強く求

めました。 

  市民の皆さんにも御理解いただく必要があるの

で、おさらいを兼ねて内容についても触れさせて

いただきます。 

  まず、本市地域医療の現状と課題についてであ

りますが、日本医師会の地域医療情報システム

「ＪＭＡＰ」2017年10月の統計によると、人口10

万人当たりの本市の医師数は165.2人となってお

り、全国平均の233.8人を大きく下回っています。

全国的に平均３人でやっているところを２人で

やっているという状況です。 

  診療科別診療所数では、外科や精神科を除く全

ての診療科が全国平均を下回り、中でも小児科、

眼科、歯科が全国平均を大きく下回り、とりわけ

小児科は、全国平均17.6人に対し、本市は10.4人

という現状で、なおかつ開業されている先生方が

高齢になってきており、今後、安心して子供を産

み育てるための医療体制としては早急な改善が

望まれる状況にあります。 

  そして、医師や研修医が集まる病院の特徴とし

て、専門医教育機能を持つ診療科が多いことや、

規模が大きくよい指導医と症例が多いこと、施設

が新しく医療機器が整っていること、当直回数が

少ないこと、きれいな宿舎がある、都市部にある、

年収が多く福利厚生がよいことなどが挙げられ

ます。 

  本市の地域医療を守るためには、市立病院がこ

れらの要件を可能な限り充足させて、医師が働き

たい病院と生まれ変わることが重要となってき

ます。 

  一方で、市立病院の医師不足は年々深刻さが増

しています。100床当たりの医師数比較では、30.0

人の県立中央病院を筆頭に、県内では日本海病院

が23.1人、置賜総合病院が20.2人、山形済生館が

17.0人という状況に対し、米沢市立病院は11.0と

いう現状です。あわせて高齢化率も高いため、結

果として若手医師の当直回数が他病院と比較し

て多いことが医師不足に拍車をかけていると捉

えております。 

  米沢市医師会では、平日夜間・休日診療所を運

営し、時間外診療に係る病院医師の負担軽減に取

り組んでくださっています。しかし、市立病院の

時間外受診における入院患者の割合は13.9％、置

賜総合病院の17.3％、三友堂病院の19.4％、舟山

病院の19.8％と比較しても低いことから、もしか

してこれは、コンビニ受診と言われる自己都合に

よる軽症者の受診も一定割合含まれるのではな

いかと想定され、このあたりは市民の皆さんの理

解が進まないと解決できない問題となっていま

す。 

  全国的にも、一部の患者やその家族の迷惑行為

などで医療関係者が心身ともに疲弊し、医療の提

供に支障が出るケースも見受けられるなど、住民

が地域医療の将来を大きく左右する事態となっ

ているケースが見受けられます。 

  幾つかの自治体では、身近な地域で必要な医療

を受けるためには、「地域医療は地域住民自身が

守る」という意識の醸成が大切と考えて、医療機

関でのルールやマナーを守り、患者と医療関係者

との信頼関係がより高まることを目指した行政

のリーダーシップが効果を発揮している自治体

もあります。 

  そこで、昨年度、民生常任委員会では、２年間



- 87 - 

にわたり先進地調査を行うとともに、医師会、歯

科医師会、薬剤師会の方々と意見交換を行った結

果として、５つの点について取り組みを求める政

策提言を出させていただきました。以下、重要と

思われるところを読ませていただきたいと思い

ます。 

  政策提言。 

  地域偏在から生じる医師不足は、本市の救急医

療を含む急性期医療の現場において、医師や看護

師の労働環境を悪化させ、医療人財の不足に拍車

をかける要因となっている。 

  全国の地方都市においても、権利意識の向上や

大病院志向などの住民意識の変化、医療制度の改

正や訴訟リスクなど、さまざまな要因が複雑に絡

み合い、医療崩壊が危惧される状況を招いている。 

  医師不足が市立病院の経営不振につながってい

る現状において、本市でも広がる住民の大病院志

向は、本来二次医療機関である市立病院の軽症患

者数増加を招き、働く医師の過重労働へつながる

負の連鎖を生じさせている。 

  本市の将来にわたる地域医療を考えるとき、医

療を提供する側と受ける側それぞれがお互いを

尊重し、今なすべきことを考え、行動に移すこと

が必要と考える。その実現のために、次の点につ

いて強く取り組みを求める。 

  １つ、条例による市民・医療機関・行政の役割

の明確化。 

  この１つ目の項目において、委員会では、「地

域医療を守り育てる条例」の制定とそれに基づく

施策の実施を求めています。 

  市民の役割としては、医療機関それぞれの機能

分担ということを理解して、かかりつけ医を持ち、

コンビニ受診しないように心がけようというも

のであります。 

  ２つ目、市民意識醸成のための具体的取り組み

の実施。 

  これについては、福島県いわき市などで取り組

まれている「かきくけこ運動」というのがあるん

ですが、かかりつけ医を持ち感謝の気持ちを伝え

ます。救急車は適正に利用します。薬は正しく飲

みます。健診を受診し健康づくりをします。コン

ビニ受診はいたしません。これらの市民の心得で

すね、そういうものをしっかりと身につくような

取り組みをしていきましょうということを書か

せていただいています。 

  ３つ目には、医療人財確保のための積極的な取

り組みの実施。 

  例えば独自の奨学金制度を検討するとか、事米

沢市においては、産科、小児科の充実が大切でご

ざいますので、その辺について力を入れていただ

きたいということを書かせていただいておりま

す。 

  ４つ目、広域連携による「24時間健康・医療安

心ダイヤル」の設置。 

  そして、５つ目、市民の声を反映させた地域医

療政策推進のための体制整備。 

  具体的には、米沢市に地域医療を統括して政策

づくりをする機関というものが厳密には存在し

ておりません。市として組織内に明確に地域医療

を所管する部門の設置が必要と考え、その設置を

求めています。 

  ２年間の調査研究の結果、当時の民生常任委員

会としては、もはや病院の努力で地域医療を守れ

る時代ではないと考え、結論に至っています。市

の強い意思と具体的な施策の実施、住民意識の高

揚とそれに基づく行動を喚起する必要があり、新

病院建設を好機として不退転の気持ちで本政策

の実現を目指してほしいというふうな結びで終

えています。 

  これを３月13日に、当時の島軒純一議長から市

長応接室において中川市長に手渡し、市長は、健

康長寿日本一を目指す取り組みの中で、医療の役

割は大きい。提言に沿うような努力をしたいとい

うふうに述べております。 

  ここで、議長の許可を得て皆さんに資料を配付

させていただきたいと思いますので、ごらんくだ
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さい。 

  この資料は、５月15日付の山形新聞の記事です。

「地域医療 守り育てよう」と題した渡邊孝男病

院事業管理者のコラム記事が掲載されています。 

  後でゆっくりと読んでいただきたいと思います

が、内容としては、厚労省の医師偏在指標では、

本県が医師少数県で、置賜二次医療圏は医師少数

区域にあることを紹介し、我々の行った政策提言

における市民の役割と医療機関の役割に触れ、

「救急を含めた市民の適切な医療機関の受診は、

市民にとっても医療機関にとっても有益だ。政策

提言を尊重し、先進地域の取り組みも参考にしな

がら、その実現に力を尽くしたい」と結ばれてい

ます。 

  先日の島軒議員の質問で、病院事業管理者は、

近い将来「地域医療連携推進法人」という枠組み

の裾野を広げて、地域包括ケアシステム、充実し

たこのシステムの構築へとつなげていきたいと

いう旨の答弁をされています。また、その中で、

市長がこの間、医師の確保へ尽力されてきた経緯

の紹介もありました。 

  提言全体の全てを直ちにというのは難しいのか

もしれませんが、特に条例については、提言の趣

旨を踏まえ、現状を考えれば、新病院開業前の制

定が望ましく、巨額の建設費を投じ建設する新病

院が新たな市民価値を生み出すために、ぜひ条例

制定をすることにより効果を最大限へと引き伸

ばしていきたいものです。地域医療を守り育てる

政策提言に対する市の見解と対応を、特に項目１

と５についてお聞かせいただければと思います。 

  次に、立地適正化計画策定へ向けた本市のファ

シリティマネジメントについて伺います。 

  さて、ファシリティマネジメントという言葉の

定義ですが、公益社団法人日本ファシリティマネ

ジメント推進協会では、業務用不動産、土地、建

物、構築物、設備等、それら全てを経営にとって

最適な状態、コストの最少化、効果の最大化を図

りながら保有し、運営し、維持するための総合的

な管理手法とされております。 

  殊さら自治体においては、人口減や厳しい財政

状況、住民ニーズの変化の中で、生活に必要なイ

ンフラをいかに維持するのか。持続可能な公共サ

ービスの提供に向けて、経営的視点から全体最適

を図る取り組みとして近年注目されております。 

  人口減少下では、公共インフラを現状規模で維

持し続けるのは難しいということに加えて、今後、

インフラの多くが一斉に更新時期を迎えるため、

財源が不足すれば、必要性の高い施設の維持管理

まで困難となるおそれがあるため、全てを一元的

にマネジメントし、全体最適化を行う必要がある

わけです。 

  大胆な統合や転用、それらを実施していくため

には、十分な市民理解が不可欠であり、明確な将

来ビジョンの提示こそが市民の理解と納得につ

ながっていくのだろうと思います。 

  つまり、現在策定している立地適正化計画とフ

ァシリティマネジメントは表裏一体の関係にあ

り、本市の持続可能性向上のためには、立地適正

化計画を生かしてより効果的なファシリティマ

ネジメントを推進する必要があると考えます。次

の２つの点について御答弁をお願いいたします。 

  １つ、本市のファシリティマネジメントの基本

的な考え方は。 

  本市のファシリティマネジメントは、公共施設

等総合管理計画としてまとめられているという

認識でよいのか。または、そのほかの計画や行政

組織としての視点や考え方があるのかお答えく

ださい。 

  ２つ目、立地適正化計画によりマネジメント効

果の向上を狙うべきではないか。 

  現行の公共施設等総合管理計画は、立地適正化

計画着手前の策定であります。今後、立地適正化

計画が策定されていく過程の中において、ファシ

リティマネジメントの視点が重視され、反映され

るべきであります。また、計画策定によって、よ

り効果的なファシリティマネジメントの実現を
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目指すべきと考えますが、いかがでしょうか。２

つの点についてお答えください。 

  以上となりますが、２期目を目指す中川市長が、

次の４年間どうかじを切り、どこに向かってアク

セルを踏むかは、市民の最も注目とするところだ

と思います。ぜひ前向きな御答弁を期待し、壇上

からの質問といたします。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、１の（１）新庁舎

が創出する市民価値についてお答えいたします。 

  庁舎の建てかえについては、現庁舎の耐震診断

の結果、大地震の際に倒壊、または崩壊のおそれ

があるという判定であったことから実施に至っ

たものであります。 

  このため、新庁舎においては、免震構造の導入

や１階フロアの高さのかさ上げなどを行い、地震

や豪雨等の災害発生時にも防災拠点としての機

能を十分に発揮できる施設とする予定です。市民

の生命と財産を守り、市民の安全安心を確保する

ことが新庁舎の大きな役割と考えております。 

  また、今の基準に合ったバリアフリーやユニバ

ーサルデザインを導入し、誰もが使いやすい施設

にすることも利便性の向上の一つであると考え

ております。 

  窓口サービスの向上に関しましては、１階フロ

アに市民の方がよく来られる市民課や環境生活

課のほか、福祉関係の部署を配置し、複数部署に

またがる手続の際に、来庁者の移動をできる限り

少なくしたいと考えております。 

  また、出生、死亡、婚姻等に関連する手続につ

いて、対象者や必要書類等の確認ができるような

チェックシートを作成し、手続の漏れを防ぐとと

もに、わかりやすい窓口サービスの提供ができる

よう検討を進めているところであります。 

  さらに、新庁舎では、大きな執務空間に机を規

則的、均一に配置するユニバーサルレイアウトを

導入する予定でありますが、各部署の仕切りがな

くなりますので、部署間の連携がスムーズになり、

結果として来庁者の待ち時間短縮や、複数部署に

またがる相談への円滑な対応などの効果も期待

できると思っております。 

  このような新庁舎における行政サービス等の向

上の取り組みとともに、生まれ変わった庁舎で従

事する職員の職員力をさらに磨き上げながら、市

役所全体のレベルアップを図っていきたいと考

えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、問い１、（２）

耐震、そして老朽化への対応以外に新病院の付加

価値は何かについてお答えいたします。 

  このたびの三友堂病院との機能分化・医療連携

におきましては、地域の人口減少・少子高齢化の

進展に伴い、医療需要が変化し、県の定める地域

医療構想で指摘されている急性期病床が過剰、回

復期病床が不足との課題に対応するとともに、

「米沢市医療連携あり方に関する方針」に従い、

米沢市の救急医療の確保や医師の確保に努めて

いるところでございます。 

  市立病院に救急医療を含めた急性期医療が集約

されますと、当然ながら難しい症例が集まります

ので、専門医を目指そうとしている専攻医や若い

医師にとっても、研修が充実するため集まりやす

くなり、それを指導する指導医の招聘もしやすく

なるなど、これまで医師の不足や高齢化が負のス

パイラルを招き、医師１人にかかる負担が限界に

来ていたところから、医師が集まりやすい環境が

整うことで正のスパイラルが生み出されること

により、医師の確保によい効果があらわれてくる

ものと期待をしております。 

  また、急性期医療が集約されるメリットとして

は、医師だけでなく、看護師や薬剤師などの医療

従事者に対しても魅力的な病院となりますので、

医療従事者も充実してくることになり、医療の質
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も向上し、必然的に多くの市民の皆様に安心して

市立病院を利用していただけるようになるもの

と考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私からは、市議会による

地域医療を守り育てる政策提言に対する見解と

今後の対応等についてお答えいたします。 

  このたびの政策提言にもありますとおり、本市

の地域医療は、医師や看護師等の医療従事者の不

足から、医療現場の負担が増加している傾向にあ

り、特に、救急医療を含めた急性期医療の現場に

おいては、医師不足からくる過重労働の問題など、

地域医療を守る取り組みが急務であると考えて

おります。 

  米沢市立病院と三友堂病院による新病院建設が

進んでいる中、本市の地域医療を守るため、市民、

医療機関、行政がそれぞれの役割と責務を果たし、

地域全体で限りある医療資源を守り、支え合う環

境づくりが必要となっております。 

  このような状況を踏まえ、議会からいただきま

した提言につきましてお答えしてまいります。 

  初めに、条例により市民、医療機関、行政の役

割を明確化することとしての「地域医療を守り育

てるための市民・医療機関、行政の役割を明確化

する条例」――仮称でございますが――の制定に

ついてと、それに基づく施策の実現についての本

市の考え方でありますが、政策提言にもあります

とおり、本市といたしましても、市民、医療機関、

行政がそれぞれの役割と責務を明確にし、地域全

体で限りある医療資源を守り、支え合う環境づく

りや地域医療を守り育てる意識を市全体で共有

することが重要であると考えております。 

  このような状況における対策の一つとして、宮

崎県延岡市では、全国で初めて地域医療を守る条

例が制定されました。宮崎県延岡市の「延岡市の

地域医療を守る条例」でございますが、延岡市で

も慢性的な医師不足、救急医療を担う医師の過酷

な勤務環境等を背景に、当該地域の中核病院であ

る宮崎県立延岡病院の医師の大量退職報道を発

端に、自治会や商工会議所を中心とした市民団体

が立ち上がり、組織的な医師確保対策への署名活

動や医師に対する感謝の気持ちを手紙で伝える

取り組みなどを市と協働で啓発活動を実施し、そ

の結果として、夜間・休日に救急受診をする患者

がピーク時から40％近く減少したとのことでし

た。 

  こうした地域医療を守る市民運動の機運の高ま

りや活動について、延岡市では、これらの活動を

一過性のものとして終わらせず、それぞれが同じ

理念のもと活動を継続することが重要であると

考え、「延岡市の地域医療を守る条例」を平成21

年９月に制定したものであります。 

  このほか、提言書にもありました栃木県小山市

のほか、福島県いわき市においても同様の条例が

制定されており、山形県内におきましては、真室

川町において、「真室川町の地域医療を守る条例」

が平成29年３月に制定されております。 

  本市といたしましても、将来にわたって地域医

療体制を安定的に確保していくためには市民、医

療機関、医療従事者、地域医療にかかわる関係者

が地域医療の抱える課題を正しく認識し、それぞ

れの立場で課題解決に向け協働して取り組んで

いくこと、そして、地域医療は、地域全体で守る

という意識の醸成は必要不可欠であると考えて

おりますので、今後の地域医療を考えていく上で、

条例制定の必要性を含め、さまざまに検討してま

いりたいと考えております。 

  次に、市民の声を反映させた地域医療政策を推

進するための体制を整備することにつきまして

は、新病院開院に伴う医療連携推進法人の設立に

合わせ、地域医療の充実に向け、どのような組織

体制とするのが望ましいかについて十分に議論

をしてまいりたいと考えております。 

  地域医療を守り育てるため、議会からの政策提
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言の内容については、地域医療のあり方に関し本

市が抱える課題であり、その趣旨については十分

に理解されるものであり、将来においても地域医

療を守るため、議会とともに事業の推進を図って

まいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、立地適正化計

画の策定に向けた本市のファシリティマネジメ

ントについてお答えします。 

  ファシリティマネジメントは、御質問の中にも

ありましたが、アメリカで生まれた経営管理手法

で、少ないコストで最大の効果を出せるように、

土地や建物などの経営資源を総合的に管理、活用

することであり、近年、地方自治体の中でもこの

考え方を導入しているところが見受けられます。 

  本市におけるファシリティマネジメントの方針

については、具体的に定めたものはないところで

すが、公共施設における管理、活用の考え方とし

ましては、御質問にもありましたとおり、公共施

設等総合管理計画の中にある基本原則の３つに

示しているところであります。 

  １つ目が、「公共施設等の保有総量の適正化」。 

  ２つ目が、「維持管理・運営効率の向上」。 

  ３つ目が、「安全・安心で快適な利用環境の確

保」になります。 

  この原則の根底にあるものは、議員が述べられ

たファシリティマネジメントの考え方と同じく、

単に新しい施設を整備しないとか、削減するとい

うことではなく、施設の特性を十分に把握し、そ

の既存の施設を充実させて有効活用しながら、公

共施設の最適化を図るものであり、具体的な数値

目標として、延べ床面積の保有総量を20年間で

20％削減することを掲げているところでありま

す。 

  この３つの基本原則を進めていくことにより、

自治体経営において最少のコストで効果を最大

限に図ることを目指しており、公共施設等のマネ

ジメントについては、公共施設等総合管理計画の

中で実施していくということで御理解していた

だいてよいかと考えております。 

  次に、立地適正化計画と公共施設等総合管理計

画の関連でありますが、まず、公共施設等総合管

理計画については、今年度と来年度の２カ年をか

け、国から新たな義務として求められている個別

施設計画の策定作業を進めているところです。 

  具体的には、体育施設、文化施設など個々の施

設ごとに建物の劣化状況や利用者の状況など、さ

まざまな観点で施設の状況を確認し、今後のあり

方をまとめていくものになります。 

  公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画

の策定、また、管理計画自体の見直しに当たって

は、施設によっては廃止していくものもあれば、

統合していくものもあり、例えばではありますが、

学校施設や市営住宅は統合や集約をしていく。ま

た、その他の施設については、改修などをしなが

ら当面維持していくというような検討を経て、施

設ごとに具体的な方向性を示していくことにな

り、こうした方針に従いながら、効率的な自治体

経営を目指していかなければならないと考えて

おります。 

  現在、策定作業が進められている立地適正化計

画の目的も、都市計画の視点で自治体経営の効率

化を目指すものでありますので、今後、立地適正

化計画の方針と十分に整合性を図り、公共施設の

最適化を進めながら、相乗効果を図っていく必要

があると考えております。 

  具体的に申し上げますと、立地適正化計画の中

で、今後、都市機能誘導区域などが設定されるか

と思いますが、その目的や趣旨に従いながら、公

共施設等総合管理計画も必要に応じて見直しの

作業も出てくるものと考えております。 

  この区域のこの施設は残していくとか、また、

この区域とこの区域の施設は複合化していく必

要があるかを検討していく上では、議員の御質問
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の中にもありましたとおり、立地適正化計画と公

共施設等総合管理計画は、相互に連携や調整を図

っていくべきものと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ありがとうございます。 

  まず、２項目めのファシリティマネジメントに

ついてのほうから、ちょっと２回目の質問をさせ

ていただきますけれども、今、部長から御答弁い

ただいたのをお聞きする限り、私の認識と、あと

考え方も合致しているので、安心したところです。 

  その上でになるわけですけれども、今の部長の

答弁でいくと、やっぱり今後策定される立地適正

化計画を受け、さらに、その個別施設計画も考え

ていくことになるということだったわけですが、

もう少し時間軸を前に持っていって、立地適正化

計画を策定する過程の中で、逆に今ある施設の評

価というものもある程度反映させていったほう

が両方の効率が伸びるんじゃないのかなと、上が

るんではないのかなというふうに私は考えるわ

けです。 

  つまり今後、長く有効に使えそうな施設があれ

ば、それが例えばさまざまな機能誘導地域と、ま

た居住誘導地域の外であっても、小さな拠点の核

となり得るように、それぞれの地域をしっかり考

えていく必要があると思いますが、その点につい

て、担当は建設部になると思いますので、担当部

署の認識はいかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 お話があったとおり、立地適

正化計画は、市街地の都市機能を向上させること

で、コンパクトで効率的な都市構造の実現を目指

していくものであります。また、公共施設につい

ては、市民の暮らしを支えてさまざまな生活サー

ビスを提供しておりますので、特に都市機能の向

上という点においては、立地適正化計画において

の誘導施設になり得るものと考えているところ

であります。そういったところから、既存の公共

施設も立地適正化計画のほうに十分に織り込み

ながら、考えながら、誘導区域の考え方も含めて

策定に当たってまいりたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） そこの関係性をうまく

やっていくことが大切だと思うとともに、例えば

ですが、施設だけではなくて、インフラにおいて

も、町なかのスポンジ化による全体コストに対す

る影響、ざっくり言えば、除雪で言えば、市道総

延長約700キロを７億円で除雪していると考えれ

ば、100メートルに年間１シーズン10万円かけて

いると想定すれば、町なか、道路両脇に20軒あっ

たお宅が空き家がふえることによって10軒にな

ることによって、１軒当たりの負担を除雪費で考

えると、5,000円だったものが１万円に上がると

いう状況なわけです。でも、本市では世帯平均で

言えば大体２万円ちょっとぐらいの除雪費の金

額になっているはずなんです。 

  ということは、そういう効率の高いエリアがし

っかりとした効率を保つからこそ、郊外の除雪効

率で言えば低いところも維持できるというとこ

ろが、立地適正化計画を市民の皆さんに理解して

いただく上では、そういうところをきちっと伝え

ていく必要があるんだと思います。 

  今後、計画策定に向けてさまざまな地域説明会

等々を行っていくようですが、そういう視点を住

民の皆さんと共有できるような機会にしていっ

ていただきたいと思いますが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 お話があったとおり、その線

引きで区域を切り離していくという考えではな

くて、尊重しながら、そして緩やかに誘導してコ

ンパクト、そして機能的な都市をつくっていくと

いう目的でありますので、そういったところを十

分に踏まえながら、これから具体的な説明に入っ

ていきますけれども、丁寧な説明をして御理解を

得られるように努力してまいりたいと考えてお

ります。 
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○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） お願いいたします。 

  そこを今回の質問ではお願いしたかったという

ところです。つまりファシリティマネジメント的

な、全体を一元化して見たときの最少コストで最

大の効果を生んでいく、そういうふうにするため

に立地適正化計画というものの必要性があり、立

地適正化計画を策定することによって全体のフ

ァシリティマネジメント、効率化が向上していく

というところの関係にありますので、なかなかこ

のことを市民の皆さんに理解していただく機会

というのはそうそう持てない。 

  だけれども、私の周りの市民の方の多くは、人

口減少によってどういう将来への影響があるか

というところで、一番理解されるのはそこのポイ

ントなんです。ですから、有効な機会にしていた

だきたいと思いますので、ぜひそのように取り組

んでいただきたいということを申し上げておき

たいと思います。 

  それでは、１番目のほうに戻ります。 

  市役所庁舎が新しくなることによっての市民価

値ということで、窓口サービスの向上ということ

は、答弁でもいただきましたけれども、それは想

像ができるわけです。レイアウトの関係から他部

署との連携がとりやすくなるということで、その

効果が期待できるということもイメージできる。 

  部長は、結びのところで、職員力を磨き、全体

のレベルアップを目指していくというような御

答弁をいただきました。そこの部分なんですけれ

ども、現状で想定されているといいますか、どう

いう部分を磨いて、どのようなレベルアップを目

指すのか、ございましたら、ぜひお聞きしたいと

思います。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 新庁舎ができることもありま

すけれども、日ごろからやはり職員力の向上につ

いては取り組んでいるところであります。非常に

幅の広い御質問でありますので、今なかなか難し

い答えになりますが、やはり市民対応にしかり、

あるいは政策の推進力であったり、さまざまな面

においてやはり職員全体のレベルアップという

意味でお答えしたつもりでございます。 

  やはり自分で考えながら、適切な行動をできる、

そういった職員であってほしいし、「挑戦と創造」、

やはり今そういうキャッチフレーズがあります

から、それに向かっていく職員であってほしいし、

突破力のある職員などを育成したいと考えてお

ります。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 文字、言葉で言うとと

てもきれいなんだけれども、具体的な中身には若

干欠ける印象があります。日常的にそういう努力

をされているということは理解しています。 

  ただ、それが成果になっていると感じているか

というと、やはり市民の皆さんはそういう評価で

はないんではないかというふうに思うわけです。 

  ですので、そうよく時々あることではない、50

年に１回あるかないかの庁舎の建てかえです。レ

イアウトも変わり、仕事の仕方も変わるわけです。

しかも、部署間の連携もとりやすくなる。これは

庁舎建設の視点からそういう効果を見てきたわ

けですが、今現場で働いている職員の皆さんが、

例えば完成する青写真、図面を見て、こういうこ

とができるようになるんじゃないか、こういうこ

とで力を発揮していきたいというふうなイメー

ジをめぐらせて、それに向かって準備していくこ

とが大切だと思うんです。現状そういうこと、そ

ういう機会というのはありますか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 このたびの庁舎建てかえに当

たりましては、窓口サービスについては、窓口検

討部会を設けて検討しておりますし、これにつき

ましては、今後の課題になりますけれども、今回

の建てかえを機に組織についても改めながら、や

はり新しい庁舎になると同時に、組織についても

見直しを図ってと考えております。 
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  今後、職員に対しては、議員が今おっしゃられ

たようなことも含めまして、新庁舎を契機に職員

みずから変わっていくような、そんな行動ができ

るような取り組みもしていきたいと考えており

ます。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 正直申し上げまして、

私も具体的に提案することもきょうは準備して

いませんので、今後、しっかりと考えていただき

たいというふうに申し述べておくことにします

が、１つには、皆さんの仕事がどういう市民価値、

市民満足につながっているかという視点をやは

り常に持つこと、それが大切だと思います。 

  確かに窓口業務は、レイアウト、建物が変わる

ことによってかなり改善できる余地がある。だけ

れども、市の仕事は窓口業務だけではないわけで、

全体として生み出す効果をやはり引き上げてい

くためには、現状の取り組み方ではちょっと不十

分、市民の皆さんがどういうことを望んでいるの

かは、各部署が本当につかんでいると思うんです。

それを形にしていくために庁舎建てかえがどう

いうふうに機能していくのか、それを考える機会

というものをぜひ設けていただきたいというこ

とを申し上げて終わりたいと思います。 

  病院のほうの市民価値は、やはり医療人材の充

実が質の向上につながっていくと、そこが病院と

して市民の皆さんに提供する最大の確かに価値

だと思いますので、期待申し上げたいと思います。

今、市役所側に言ったことと同じですけれども、

今後、図面が進んでいけばどういう建物になるの

か、今現状例えば経営体系がどういうふうになる

のかとか、現在働いている方がさまざまな不安を

抱えて見えない中でやられているように思いま

す。 

  できるだけ早い段階で、さまざまな情報を開示

しながら、一丸となって新たな病院がつくり出す

市民価値の最大化のために取り組んでいただき

たいと思いますが、その点についてはいかがです

か。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 今、市立病院は、企

業会計全適でやっているわけですけれども、この

経営形態を変えようかということでの議論は確

かにさせていただいております。具体的に申し上

げれば、地方独立行政法人化ということも、これ

は病院経営の効率化と、あとより質の高い医療を

提供するためにはそういった手法が全国的にも

成功例ございますので、そちらのほう検討してお

りますが、ただ、こちらのほう、職員の身分の変

更もございますので、そこはちょっと慎重に検討

していきたいと思います。 

  何よりも職員の働きやすい環境づくりというの

がまず第一でございますので、それと組織のあり

方が一致すれば、そういった方向に進めていきた

いと考えております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ぜひお願いします。 

  あともう一点、我々がこれまで医療連携であっ

たり、市立病院の現状、地域医療の現状を見てき

た側としては、今回の新病院建設の形、そして連

携が深まること、本当に期待しています。市民に

とってもとてもよいことだと思っています。 

  ただ、やはりたくさんの市民が一方でどうなる

のとまだ不安を持っていらっしゃる方がたくさ

んいる。よくなるよ、お医者さんもふえると思う

と、お医者さんがふえれば十分な質の向上にもつ

ながると、安心して皆さんが病気になったときに

命を守ってくれる拠点になるよという話をさせ

ていただいているんですが、一緒に役割分担を行

いながらやる三友堂病院はどうなるんだという

声がよく聞かれるんです。 

  あと、協議、ビジョンが明確になっていない部

分も残るのかもしれませんが、そういう市民の

方々の不安を解消することもとても大切だと思

うんです。その点について、これが病院がやるべ

きなのか、市がやるべきなのか、私はちょっとど
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ちらに求めるべきなのか整理がついていないん

ですけれども、そういう声を受けとめて対応して

いっていただきたいと思うんですが、いかがでし

ょうか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 今、基本設計を策定

している段階でございます。また、先に基本計画

も策定したわけですけれども、住民説明会等も通

しまして、やはり三友堂病院と１つになるという

ことは、非常に歓迎されているわけなんですが、

一方で、今ある三友堂病院の機能がどうなるんだ

ということでの不安もいただいてございます。 

  この場をおかりしまして、改めて御説明させて

いただきますが、三友堂病院と三友堂のリハビリ

センター、この機能はそのまま継続しますので、

さらに、三友堂病院自身も新たな病院になるわけ

ですので、療養機能が充実しますので、機能とし

ては今より充実するというふうに思っておりま

す。 

  ただ、じゃあ具体的にどういった機能になるん

だというのは、実は今精査しているところでござ

いますので、基本設計がまとまる前におおよその

姿が見えた段階で、議員各位のほうにも御報告申

し上げますし、また、機会を見つけて市民に対す

るお知らせなどもやっていきたいと考えており

ます。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ぜひお願いいたします。 

  特に、現状何かの疾患を持ちながら三友堂病院

に定期的に通われているような方々というのは、

やはり相当程度どうなるのかということを不安

に思われているわけです。相手方ではあっても、

２つが一緒になって、現地で新しい病院になるこ

とによってどういうふうになっていくのかとい

うことで、不安解消をまず先にやっていただきた

いということを申し上げておきたいと思います。 

  さて、３番目のところの提言に対する御答弁、

はっきり超前向きとはなかなかとれないけれど

も、内容については共有できていて、方向性も一

致しているなというふうに感じました。 

  それで、私は特に組織の部分については検討し

てくださるそうなので、ぜひ検討していただきた

いというふうに思いますが、今現状で言うと、要

するに健康課ですと言われちゃうと、健康課は健

康づくりであって、じゃあ病院はやはり医療の提

供側なわけです。地域包括ケアとかは健康課のほ

うで所管するわけだけれども、地域医療政策とし

て、例えば小児科の問題をどう解決していくのか、

どういうふうにすれば解決できるのかというこ

と、または連携推進法人が裾野を広げていって、

地域の方々が安心して暮らし続けられるような

地域包括ケアシステムを充実させていくために

は何が足りないのかとか、そういう視点でしっか

りと全体を見渡す部署が必要だと思うわけです。

ぜひそういう方向で組織については検討してい

ただきたいということを申し上げておきたいと

思います。答弁は結構です。 

  条例について、時間も迫っているので、ぜひお

聞きしたいんですけれども、今、米沢市としては

健康長寿のまちづくり推進条例に取り組んでい

て、その中でも市の役割として個人の健康を支え、

環境の整備を図るため必要な施策に取り組むと

いうふうに書かれているわけです。 

  一方で、たしか昨年だったと思いますが、厚労

省の資料だったと思いますが、医師の働き方改革

なんていうことで、やっぱり条例をつくって効果

を出しているところがあるなんていうことを厚

労省も書いているわけです。ぜひこれせっかく取

り組むんであれば、条例制定を検討していただけ

るんであれば、市立病院への医師の配置をやっぱ

り協力する大学側が協議するよりも前に形にし

ていくべきだと思うんです。 

  その点についてぜひ市長の思い、御答弁をお聞

きしたいと思いますが、いかがですか。時系列的

に。例えば令和３年ぐらいにはできていないとメ

ッセージ性は伝わりませんので、市民に対するメ
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ッセージもあるけれども、医師を派遣してくれる

大学側にもメッセージ性は期待できるわけです。

その点についてぜひお聞かせいただきたいと思

います。 

○鳥海隆太議長 中川市長。 

○中川 勝市長 この議員の言われる条例というの

は、今後やっぱり検討すべきものであるというこ

とは私も承知しております。 

  ただ、今進めている、今お話にありましたよう

に、健康長寿推進条例も今パブリックコメントを

進めながら議会に上程するというような運びで

今準備を進めております。そういった中において、

やっぱり自分の健康をどう守っていくか、市民一

人一人の健康と、そういったものについて責務と

いうようなことも入っておりますので、そういっ

たことをしっかりと取り組むことによって、当然

行政の責務もあるわけでありますので、そういっ

た流れを受けて、今度は実際の医師の確保であり

ますけれども、きのうも島軒議員の質問に答えさ

せていただきましたけれども、やっぱり医師を配

置、派遣していただく団体、山大医学部との連携

はしっかりと進めていかなければならないとい

うふうに思っております。 

  そして、小児科のお話もありました。小児科の

ほうの対応につきましても、医師会長並びに民間

の小児科のクリニックの院長先生と定期的に医

学部のほうに通っております。そういった中で、

今後どのようにやっぱりしっかりと経常的な医

師の確保を進めていくかということについては、

もっともっと努力をしていかなければならない。

そして、まだまだ医師の配置状況については低い

状況になっておりますので、一番はやっぱり確保

とともに、医師の働く環境の場、こういったもの

をしっかりと整えていく必要があると。 

  そういった意味での条例化というものは大切だ

なと思っておりますし、そして、今回の市立病院

と三友堂病院の医療連携の中心の一番大きなも

のは、私は医療の拠点づくりをやるんだという思

いを持っております。今後、この話しっかりと方

向性を見出すことができれば、そして、建設に向

けて順調に進めば、今度はそのほかの米沢市には

国立米沢病院もありますし、そのほかの舟山病院

とか、そして地域外での置総と絡んでいない病院

も、町立病院もあるわけでありますので、この辺

との連携をどうやって進めていくかということ

が、この次の課題になってくるというふうに思っ

ておりますので、そういった段階になって、まず

健康長寿推進条例でやってみて、その後のことに

ついては、そういった条例も含めて取り組んでま

いりたいと、このように考えております。 

○鳥海隆太議長 以上で24番相田克平議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、予算編成過程の公表について外２点、３

番我妻德雄議員。 

  〔３番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○３番（我妻德雄議員） おはようございます。 

  質問項目も多いので、前置きなしに早速質問さ

せていただきます。 

  市民平和クラブの我妻德雄です。 

  大項目の初めに、予算編成過程の公表について

質問します。 

  本市は、当初予算の審議に当たって当初予算重

点事業等説明書を作成しています。これには重点

的に行う優先度の高い300を超える事業が掲載さ

れています。予算編成後に公表しています。しか

し、どうしてこのような予算になったか、または

したのかの予算編成過程の公表は行っていませ
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ん。 

  予算は、事業を実施する上で欠くことのできな

いものです。市政の透明性の向上と、市民の皆さ

んに開かれた予算編成を行うため、各段階におけ

る予算編成状況の公表が必要と考えます。 

  予算編成過程の公表は、行政と市民の双方向で

の対話を促し、市民の理解や協力を得るために、

また、行政と市民の協働を進める上でも、そして、

さらには市民のまちづくりの参画意識を高める

ためにも有意義であると考えられます。 

  予算編成過程の公表内容などは、自治体によっ

て大きく異なりますが、全国的には進んでいます。

事業ごとに予算要求書と予算決定額のみを掲載

しているところから、それらの情報に加え、査定

内容なども掲載している自治体もあります。また、

事業ごとの概要や目的、事業費、優先度までも公

表した上で、住民の意見を募集するといったパブ

リックコメントのような形で実施している自治

体もあります。 

  予算編成過程の内容を市民に理解していただく

ためには、事業の目的や概要を初め、正確で質の

高い情報をできるだけ多く提供していくことが

重要と考えます。本市においても予算編成過程の

公表が必要ではないでしょうか見解をお聞かせ

ください。 

  次に、大項目の２点目、公共インフラの長寿命

化についての質問に入ります。 

  まず、公共施設等の長寿命化についてお尋ねし

ます。 

  本市は、2017年３月に、本市が保有している建

物系施設、インフラ系施設を含めた全ての公共施

設等について、総合的な視点から現状を把握、分

析し、長期的な視点を持って更新、統廃合、長寿

命化などを計画的に行い、財政負担の軽減・平準

化を図り、持続的な行政経営を推進するために、

公共施設等総合管理計画を策定しました。 

  公共施設等総合管理計画では、本市が所有して

いる公共施設等の規模を現状維持すると仮定し

た場合、大規模改修・更新に要する将来費用は、

今後40年間でおよそ2,778億円と算定しています。

これを平均すると、年間69億4,000万円にもなり

ます。 

  維持管理額の縮減も考慮し、20年後に建物系施

設の保有総量の床面積で20％削減を目標として、

目標年次に向けて維持管理負担額と更新に必要

な税等負担額の合計で15％削減を目指して進め

ています。 

  しかし、2016年度は元東部ひかり保育園が解体

されたため、床面積は0.1％減少しました。しか

し、2017年度は第三中学校寄宿舎が解体されまし

たが、道の駅米沢が完成したため、床面積は逆に

0.8％増加しています。公共施設等総合管理計画

の進捗状況と当面の方向性についてお聞かせく

ださい。 

  また、文化会館や置賜総合文化センターなどの

建物系公共施設については、全体的な建物の活用

を含めた個別計画の策定の作業は進んでいるで

しょうかお答えください。 

  次に、道路等の長寿命化についてお尋ねします。 

  太古の時代から道は存在していました。恐らく

初めはけものが通ったけもの道だったのではな

いでしょうか。そして、人も利用するようになり、

徐々に整備が進められ、多くの人が通る道路がで

きたのではないでしょうか。 

  道路は、私たちの生活を支え続けてきました。

人や物を運び、情報を運び、文化を運び、私たち

の歴史の中で重要な役割を担ってきました。 

  本市の多くの市道は、高度成長時代に建設され、

アスファルト舗装が施されました。舗装も年数の

経過や交通量の増大、除雪や凍結防止剤などによ

って劣化が進んでいます。今後、舗装の老朽化が

さらに進行し、将来的に大きな財政負担が集中す

る懸念があります。 

  また、生活道路でも、昭和30年代に簡易な舗装

工事を実施したことや、農道から市道に移管され

た路線も数多く、舗装の劣化が進んでいます。傷
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みが少ないうちに手だてを実施し、計画的に補修

を行うことが効率的です。そして、修繕にかかる

費用も少なくて済むと考えられます。 

  路面を総合的に評価し、計画的に修繕をして、

良好な状態で供用することが大切です。どうして

も経年劣化によるものや、除雪などの影響で穴が

あき、ひび割れなどの損傷が生じてしまいます。

早期発見・早期補修することで損傷の拡大を防ぎ、

結果的に費用を抑制することができると考えら

ます。道路状況の把握、維持、修繕対策はどのよ

うに実施しているのでしょうかお尋ねいたしま

す。 

  将来の費用及び対策状況を把握し、損傷の程度

が深刻化する前に対策を講じるのが効果的です。

維持管理コストの縮減、予算の平準化を進める必

要があります。そのためには、将来を見据えた道

路舗装の長寿命化計画が必要ではないでしょう

か。本市の見解をお聞かせください。 

  次に、橋梁の長寿命化についてお尋ねします。 

  本市では、2014年３月に「米沢市橋梁長寿命化

修繕計画」を策定し、橋梁の維持管理に当たって

います。全国的な傾向と同様に、本市においても

橋梁の老朽化が進んでいます。従来の壊れてから

直す対症療法的な管理では、近い将来生じる大き

な財政負担に対応できなくなり、道路利用者への

安全・安心なサービスを継続的に提供することが

困難になることが懸念されます。 

  米沢市橋梁長寿命化修繕計画では、一般的に老

朽化の目安となる建設後50年を経過する橋梁が、

今後、急速に増加していくと記しています。50年

を経過した橋梁数はどのようになっているでし

ょうか教えてください。 

  米沢市橋梁長寿命化修繕計画では、損傷が軽微

な段階で計画的に対策を実施する、予防的な管理

を行うことにより、橋梁の長寿命化による維持管

理コストの縮減並びに予算の平準化を図りつつ、

安全で安心な道路サービスの提供を行うとして

います。計画的に対策をどのように進めているの

でしょうかお尋ねいたします。 

  大項目の３点目、住民参加型の公共事業の現状

についての質問に入ります。 

  市民要望に応え、地域社会が直面する課題を着

実に克服し、安心と希望にあふれるまちづくりを

推進していかなければなりません。そこで、従来

の補助金に頼らない、住民参加型の共助の事業を

一層拡大する必要があると考えます。公共サービ

スへのニーズの変化や求める質、水準の高度化し

た社会を実現していくことが大切です。地区、地

域の問題を住民がみずから考え、みずから汗を流

して対応することで、その土地になじんだ地区、

地域づくりが一層進められるのではないでしょ

うか。 

  簡易な公共事業を地区、または地域に発注する

制度については、市民参加及び協働の推進、道路

保全意識の高揚及び不法投棄の防止、地域コミュ

ニティーの活性化、市道維持管理コストの縮減を

目的に、地域住民でも対応可能な道路の草刈りな

どの軽作業を地域の自治団体へ委託する、地域と

の協働事業を2008年度から市道における草刈り

作業等、小規模作業として実施しています。 

  本市の住民参加型の公共事業の現状はどのよう

になっているでしょうかお知らせください。 

  そして、今後のその方向性についてどのように

お考えになっているでしょうか。本市の見解をお

聞かせください。 

  以上で壇上からの質問を終わります。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、１、予算編成過程

の公表についてお答えいたします。 

  予算編成過程の公表については、行政と市民の

双方向での対話を促し、市民の理解や協力を得る

ために、また、市民のまちづくりへの参画意識を

高め、行政と市民の協働を進めるために一定の効

果があると考えております。 

  しかしながら、予算編成過程の公表には、事務
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量の増加などの課題があると考えております。当

初予算の編成は、それぞれの事業内容や実施方法

などを検討し、必要な経費を積み上げるという事

業担当課の予算要求書の作成から始まり、それら

を一つ一つ精査しながら査定を行っていくとい

う膨大な事務作業の積み重ねであります。 

  そうした中で、公表のための事務を実施するた

めには、新たな多くの事務量が生じ、人的コスト

が増加すると考えております。 

  予算編成過程をインターネットで公表している

団体の内容を見ますと、議会費、総務費などの目

的別に、あるいは部局ごとに予算要求額と予算決

定額を掲載しているだけのものが見受けられる

一方で、事業ごとに要求額の内訳や査定内容など

を掲載しているものもあります。さらに、それら

の情報を公表するとともに、住民からの意見募集

を実施しているような団体もあります。 

  このように、公表方法や対象事業の範囲などに

よって大きく異なりますが、より多くの情報、正

確で質の高い情報を提供していくためには、職員

の人的コストは相当増加するものと考えており

ます。 

  先ほど議員が述べられました当初予算重点事業

等説明書は、予算審議の円滑化や市民への予算案

の周知などを図る目的で作成しているところで

ありますが、この作成に当たっても多くの職員が

かかわり相当量の業務になっているところであ

ります。 

  また、当初予算の編成は、10月の予算編成方針

の通知から翌年２月の予算内示までの長期間に

わたる意思決定の過程であり、その中には十分な

検討が行われていない情報が含まれている場合

があります。国や県の動向など、外的要因によっ

て内容が大きく変化していくこともあり、こうし

た情報を含む予算編成過程を公表していくこと

により、市民の皆様に対して誤解や混乱を生じさ

せる可能性もあります。 

  これらのことを踏まえまして、現段階では予算

編成過程の公表については難しいものと考えて

いるところでございます。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、２の（１）公

共施設等の長寿命化についてお答えします。 

  先ほどの相田議員への答弁と一部重複すること

を御了解ください。 

  御質問の中にもありましたが、平成29年３月に

策定した公共施設等総合管理計画では、今後20年

間を計画期間として、建物系施設の延べ床面積を

全体で20％削減することを目標に掲げて取り組

みを進めているところであります。 

  目標達成に向けた全庁的な推進方法としまして

は、副市長をトップに部長級職員で構成する公共

施設等総合管理庁内検討委員会において、個別の

施設ごとに整備方針や施設のあり方を検討しな

がら進めているほか、毎年、削減面積や維持管理

費の実績についてフォローアップを行うなど、全

庁的にコスト意識を持って進めているところで

す。 

  これまでの主な取り組み実績としましては、昨

年度末までに元東部ひかり保育園や第三中学校

の寄宿舎、寿山荘など５つの施設の解体を進めて

まいりましたが、お話にもありました道の駅の新

設もあり、現時点で延べ床面積については横ばい

の状況であります。 

  このような中、昨年４月に総務省から公共施設

等総合管理計画と個別施設計画の今後の取り組

みの方針を定めた「公共施設等の適正管理の更な

る推進について」という通知を受け、施設ごとの

具体的な方針を定める個別施設計画の策定を今

年度から全庁的に進めているところであります。 

  この個別施設計画については、各施設などの長

寿命化計画となるものであり、内容につきまして

は、国の「インフラ長寿命化基本計画」において

方針が定められており、具体的に申し上げますと、

対象施設、計画期間、優先順位の考え方、個別施
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設の状況等、対策内容と実施時期、対策費用の６

項目についてまとめるものとなります。 

  策定対象となる施設は、公共施設等総合管理計

画に掲載している全ての施設となりますが、市全

体の方針を定め、来年度までの２カ年で全ての施

設について策定に取り組んでまいります。 

  初年度となることしは、施設の現状把握として、

劣化状況や利用状況調査を行い、また、ライフサ

イクルコスト、いわゆる建設費に修繕費や解体費

を加えた施設ごとの総費用の算定を実施するこ

ととしており、これまで７月に施設所管課を対象

に、劣化診断調査の説明会を開催し、現在、調査

を行っているところであります。 

  今後、施設の利用状況の調査なども行い、これ

らの結果をもとに施設ごとの今後のあり方につ

いて検討を進め、来年度末までに策定の完了を目

指してまいります。 

  また、施設によっては、マニュアルなどが示さ

れているものもあり、橋梁や水道などのインフラ

系施設につきましては、所管する省庁の指導のも

と策定を進め、その多くの施設が策定を終えてい

るほか、市営住宅については、今年度中に「公営

住宅長寿命化計画」を見直し、さらに、小中学校

においては、来年度までの２カ年をかけて長寿命

化計画の策定に取り組んでまいります。 

  個別施設計画の策定の後には、令和３年度に公

共施設等総合管理計画の見直しを予定しており、

個別施設計画で定める具体的な方針を盛り込み、

そして、国の通知の内容も踏まえて、作業を実施

してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、２の公共インフラ

の長寿命化についてのうち、（２）の道路等の長

寿命化について及び（３）の橋梁の長寿命化につ

いてと３の住民参加型の公共事業の推進につい

てお答えいたします。 

  まず初めに、２のうち、（２）の道路等の長寿

命化についてお答えします。 

  御質問は、将来を見据えた市道の道路舗装長寿

命化修繕計画の策定が必要ではないかとの御提

案でありますが、御指摘のとおり、現在の市道の

舗装状況につきましては、経年劣化に加え、交通

量の増加や道路除雪等の影響により、舗装版の損

傷が進行している路線がふえてきている状況で

あります。 

  議員お述べのとおり、舗装補修においては、劣

化が進行する前に手だて（予防）を行い、計画的

な補修を行うことで、長期的なコスト縮減や予算

の平準化が図られることから、市道の舗装長寿命

化修繕計画の策定の必要性は認識しているとこ

ろであります。 

  本市では、昨年度に国の交付金を活用して、道

路パトロールの結果をもとに舗装の劣化が著し

い５路線を選択し、中期的な個別施設計画を策定

し、今後、この計画に沿って集中的に５路線の補

修舗装を、国からの防災安全交付金を活用して計

画的に進めていく予定にしておりますが、管理す

る市道全路線を対象にした道路舗装長寿命化修

繕計画の策定までには、管理延長も長いため、調

査に相当な労力や費用も必要となることから、現

在のところ、まだそこまでには至っていない状況

であります。 

  限られた予算の中で、効率的・効果的な対策を

行うためには、お述べのとおり、より計画的な舗

装補修を進めていく必要がありますので、本市の

実態に即した道路舗装長寿命化修繕計画の策定

に向けて研究を重ねていきたいと考えておりま

す。 

  次に、（３）の橋梁の長寿命化についてお答え

します。 

  お話しされましたとおり、橋梁の一般的な老朽

化の目安としましては、建設後50年となっており、

本市では、現在、市道にかかる橋梁305橋の管理

を行っており、そのうちことしで橋齢――橋の年
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齢であります――50年を経過する橋梁数は81橋

となっており、さらに10年後には、管理する橋梁

の半分以上が50年以上経過する見込みとなって

おります。 

  こうした老朽化した橋梁が急速に増加していく

現状を踏まえ、従来の壊れてから直す対症療法的

な管理では近い将来生じる大きな財政負担に対

応できず、適切な維持管理ができなくなることが

懸念されることから、劣化が進行する前に手だて

（予防）を行うことにより、橋梁の長寿命化によ

る維持管理コストの縮減並びに予算の平準化を

図り、安全で安心な道路サービスの提供を行うた

め、平成26年に策定した米沢市橋梁長寿命化修繕

計画に基づき、管理する全橋梁について５年に一

度定期点検を行い、劣化が進行する前に手だてを

行うことで、寿命を長持ちさせる老朽化対策事業

を年次計画で行っているところであります。 

  現在、定期点検結果に基づき、優先的に修繕を

行わなければならない橋梁は17橋あり、今年度に

ついては、そのうち４橋を補修する計画としてお

ります。 

  また、今年度から５年に一度の定期点検の２巡

目の年に入っていきますので、点検により橋梁状

態の把握に努め、その結果を長寿命化計画に反映

しながら、できる限り長もちさせていきながら安

全な道路交通確保に努めてまいります。 

  続いて、３の住民参加型の公共事業の推進につ

いてお答えいたします。 

  初めに、（１）の住民参加型の公共事業の現状

はについてでありますが、お話があったように、

市道維持事業におきまして、市民参加及び協働の

推進、道路保全意識の高揚及び不法投棄の防止、

地域コミュニティーの活性化、市道維持管理コス

トの縮減などを目的に、一般住民でも対応可能な

道路草刈りなどの軽作業を地域団体に委託する

地域との協働事業に取り組んでいるところであ

ります。 

  取り組みの経緯をお知らせしますと、議員より

御紹介がありましたように、平成20年度に田沢地

区がモデル地区として、最初に委託発注先として

取り組んでいただき、その後、市道における草刈

り作業等小規模作業として制度化をし、平成21年

度には三沢の西簗沢地区と綱木地区が参加し、平

成26年度には赤崩地区へと委託先を拡大してき

たところであります。 

  しかし、平成27年度に綱木地区から、地区民の

高齢化を理由に継続不可能との辞退届が提出さ

れ、委託数の縮小に転じましたが、これまでのＰ

Ｒ活動や実績が実り、平成28年度には、山上の三

沢地区及び立沢地区の２団体が新たに委託先に

加わっていただきましたので、現状としましては、

全部で地域５団体が委託先となって各地域の実

情に応じながら、道路路肩の草刈り作業や安全柵

の撤去再設置作業などをお願いしているところ

であります。 

  次に、（２）の今後の方向性についてでありま

すが、取り組みいただいている各地区との意見交

換では、「本事業を通して地域コミュニティーが

図ることができて有意義である」、「作業で得た

代価を地区の運営資金として活用しているので、

地区活性化につながっている」、「地区の事業と

して定着してきたので、さらに作業箇所の拡大を

検討したい」などの言葉をいただいております。 

  市としても、この事業を通して市道維持管理コ

ストの縮減に加え、道路管理に対する地域との信

頼の構築が図られていると評価しており、事業の

効果を実感しているところであります。 

  そのようなことからも、今後も地区との懇談や

道路検分などの機会を活用しながら、本事業のＰ

Ｒを行って、順次事業拡大が図れるように努力し

ていくとともに、地域にとっても有意義な事業と

なるように、委託内容や制度設計の研究を重ねて

まいりたいと思っているところであります。 

  以上であります。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） まず順番に再質問をさせ
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ていただきます。 

  予算編成過程の公表についてですけれども、簡

単に言いますと、一定の効果は認めつつも、事務

量の増大、人的コストなどからなかなか難しいと

いう答弁だったんですかね。改めてお聞きします。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 そのとおりでございまして、

私どもとしましても、やはり透明性なり、市民理

解をいただくためには容易に公表できれば望ま

しいと考えておりますが、ただ、そのためには相

当のやっぱり事務量が発生すると考えておりま

す。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 新たなことをするんだか

ら、やっぱり事務量は増大するというふうに思う

んです。なぜこれを提案するかといいますと、今

後、庁舎を建てる、病院も建てる、そして南西中

学校もというふうに財政シミュレーションを見

たときに、マイナスになるときも出てくると、市

の財政は非常に厳しくなっていくんだと明らか

になってきているわけです。 

  何もかにもというふうに今までのような事業展

開はできなくなっていって、どうしても事業を縮

小したり、スクラップ・アンド・ビルドでやめる

事業も多分出てくるというふうに思うんです。こ

ういう理由できちんとやめると、財政をより一層

明らかにするためには、その年度、年度の予算編

成過程の状況を明らかにして、予算にみんな興味

を持ってもらってやっていくしかないというふ

うに思う。 

  それを市民理解を得るためにも、ぜひともこの

予算編成過程を公表してもらいたいと。将来の財

政運営も含めても、そのためにこそ。その点どう

お考えですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 予算編成につきましては、毎

年、非常に細かいところまでの査定がございます。

それで、予算編成については、まず全体の方針を

示しますし、基本的には実施計画に基づいたもの

を盛り込んでおりますので、予算編成というより

は、むしろその前の段階でのやはり説明が重要と

考えております。 

  確かに最近示した財政シミュレーションでは、

近い将来非常に財政が厳しい状況なことは明ら

かになったわけでありますけれども、それについ

ては、予算編成と切り離して別な機会を設けなが

ら、市民の皆様に説明をしていく考えでございま

す。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） ２項目め、３項目めもそ

うなんですけれども、結局財政的なことを考えて

将来どうしていくんだということをやっぱり明

らかにしていかなければならないというふうに

思います。 

  市民の皆さんのさまざまなニーズが、今多種多

様になってきていますから、できるだけ行政とし

ても応えてやりたいという思いはやっぱり持っ

ているというふうに思うんです。 

  しかし、やれることとやれないこともある。さ

らには、規模を縮小したり、やめることも出てく

る。どうしてなったんだということをきちんと見

せるようにしていく。 

  そのためには予算編成過程が見えて、予算要求

でこうこう、このぐらいしたんだけれども、こっ

ちに予算を回さなければならないという状況は

こういう状況でなっていると。だからこそ、予算

はこっちは削って、こっちがふえているとか、そ

ういうことをきちんと明らかにしたらどうか。 

  今だとこういうふうに決まりましたというふう

なことしか見えてこないと思うんですけれども、

そういうふうに少し明らかにしていくことが大

事だというふうに思うんですが、その点はいかが

ですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 今お述べのような効果は確か

にありますし、そういった必要性もあるとは考え
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ております。 

  ただ、やはり公表する以上は、単に事業費の推

移ですとか、数字の羅列だけではままならないわ

けでありまして、公表の意義が発揮できないと思

います。どのような過程でその数字が変わってい

ったのか、その経過を見る側が正確にわからない

と、なかなかその効果が発揮できないんだろうな

と思っております。 

  そのような事細かいことまでの公表となります

と、やっぱり相当な事務量が発生することから、

なかなか難しいと考えておりますので、先ほど申

し上げましたが、まずは今後、財政状況の見通し

につきましては、予算編成とは切り離した形で市

民の皆様に説明をし、御理解をいただきたいと考

えております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） それもわかるんです。予

算編成と切り離す部分も必要だというふうに思

うんだけれども、行政というのは継続じゃないで

すか。やめるわけにいかない。いろんなことをず

っと継続しながら運営しているわけなので、毎年

のきちんと予算がこうで、来年もこうだというこ

とをきちんと公表するということが大事だとい

うふうに思います。 

  行政の継続、そして、いきなり完璧なものを提

案するというのはなかなか難しいんだかもしれ

ません。しかし、簡易なものを提案して、徐々に

公表して、御意見を市民の皆さんからいただいた

り、職員の皆さんのやり方を変えたりしながら、

少しずつ事務量のことも考えてやってみるとい

うことは、入り口の段階の話で突然いくんでなく

て、やれる範囲でやってみるということを少し公

表の必要性、財政が厳しくなっていくということ

は、お互いそこはわかっているわけなので、少し

入り口段階でやる方向で検討するということに

はなりませんかね。少し入り口で、ここまでだっ

たらやれそうだと、そういうことを少し御検討い

ただければいいかなと思うんですが、いかがです

か。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 やはり一律に全てを公表する

ことはまずは難しいことでありますが、例えばで

ありますけれども、重点事業に絞るとか、事業を

少数絞って公表するとか、そういった取り組みは

できるかと思いますので、その点につきましては、

ちょっと今後検討したいと考えております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 入り口でだめだという話

でなくて、少しやってみて、効果を検証しながら

プラスしていけばいいとか、やっぱり余り効果な

かったなというようなことで、ぜひこれやってみ

ると、私効果があるというふうに思いますので、

市民の皆さんがより予算に、米沢市の行政に、財

政に興味を持ってくださるということもあると

思いますので、ぜひやれるところからやっていた

だければなというふうに思いますので、ぜひその

ように御検討ください。 

  次の質問に入ります。 

  公共インフラの長寿命化についてです。 

  個別施設計画を現在作成中だということで、今

年度、来年度含めて個別施設計画をつくっていき

ますよということでございますが、この個別施設

計画の中で全体を考えての統廃合などについて

はお示しになる、出てくるんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 計画自体は、公共施設等

総合管理計画に合わせて、あと15年分ぐらいつく

って、当面10年ぐらいについては、今後どういう

修繕が必要だとか、そういうものについては、で

きるだけ数値を――概算ではじくということに

なりますが――入れたいと思います。 

  しかし、この施設を廃止、または統合というと

ころが、現時点である程度議論が高まっていると

いうものについては、もちろん入れさせていただ

きたいと思いますが、そこまで達してないという

ものについては、場合によってはあり方を検討さ
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せていただくというような、この時点ではもう老

朽化しているので、もう検討に入らなくちゃなら

ないというような表現になろうかと思います。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） その個別施設計画の中で、

新規の建てかえとか、そういうこと、現在、南西

中学校までは進めるというような私たちへの報

告になっていますけれども、新規の建てかえなど

についての検討なども入ってくるというふうに

考えてよろしいですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 場合によってはそういう

ものも当然入る可能性はありますが、その前に、

その施設を果たして残していくのか、老朽化した

ということなので、建てかえということの検討に

なるわけなんですが、統合していくか、それとも

廃止かという考え方が整理になった段階であれ

ば、当然建てかえというのも入ってこようかと思

います。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） そうすると、利用状況を

考慮しつつ、当面は長寿命化しますよということ、

そして、将来的にこの建物についてはどうだとい

うのは、改めて議論をする機会が生じてくるとい

うような考えでよろしいんですかね。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 具体的にやっぱりさまざ

ま市民の方の御意見もお聞きしながらというと

ころになりますので、この個別施設計画の策定を

もってその施設の統廃合、または廃止などを決定

するものではないと考えております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 学校の適正規模・適正配

置などの関係で、統廃合が何校か出てきました。

そして、その学校施設の使い方などについて、こ

れから議論を進めていくということだというふ

うに思います。きのうの井上議員への答弁などを

聞いていますと。 

  そうすると、米沢市としても、一定の学校施設

の方向性、地域任せだけでなくて、この施設につ

いてはこういう利用方法があるということも検

討して公表しなければならないのではないのか

なというふうに思っています。いかがなものです

か。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 きのうの答弁の中にもあ

りましたが、やはり市としてその学校が統合にな

った場合に、その施設をどうしたいかという考え、

そして、地域の方としては本当にその施設を使い

たいという御意向があるかというところ、また、

場合によっては、民間の方がそれを取得してさま

ざま活用するという選択肢もあるのかと、さまざ

ま考えなくてはならないと思います。その考え方

について、一定の基本的な方針については、でき

るだけ早い段階でまとめたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） ぜひそのようにしていた

だいて、方針を一定程度明らかにすることが大事

だというふうに思います。民間で使いたいという

ところも出てくるというので、そういう宣伝もし

ていくようなことも必要だと思いますし、いろん

な活用方法を使っていく。せっかく耐震化もした

施設もいっぱいありますから、ぜひ有効活用でき

るようにしていただく、そういうことも大事だと

いうふうに思いますので、ぜひこの点については

よろしくお願いします。 

  そして、もう一点、やっぱり少子化に対しての

対策も、人口減少の時代の対策も必要だというふ

うに思うんです。今までの建物数、人口減少のス

ピードがやっぱり思った以上に速い中で、本当に

このまま建物を維持していいのかと、その議論も

やっぱりどこかで必要なんだと思います。今まで

以上に進めていかなければならないというふう

に思いますが、その点はどうですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 一番関係あるのが、やは
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り子育て、そういうような関係の施設だと思いま

す。御承知のとおり、米沢市、例えば保育園です

と、民間が運営されている施設というものは相当

あるわけですので、そのバランスも考えながら、

今後の出生数の推移も予想しながら、考える時期

に来ているのかなと感じているところでござい

ます。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 次に、（２）の舗装道路

の長寿命化について質問します。 

  改めて質問しますけれども、道路の損傷ぐあい

などの把握、検査方法というのはどのようにやっ

ているんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 道路状況、路面の把握につき

ましては、日常の道路パトロールによって行って

いるところが実情であります。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） そして、補修をするとい

うレミファルトとかなんか、アスファルトとかで

補修をしているような状況などは随時やってい

ただいていると思うんですが、そのオーバーレイ

の基準とか、その方向性というのはどのようにな

っているんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 そのパトロール結果をもとに

路線の重要性とか、それから交通量とか、損傷の

度合いとか、こちらのほうで総合的な判断のもと

に、優先順位を決めながら計画的に進めていると

いうのが実情であります。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 市内のあちこちで補修を

していただいて、その結果、パッチワークのよう

にでこぼこになっている箇所もかなりあるのか

なと。あとひび割れがひどい箇所なんかも見受け

られるような状況になってきました。それを考え

ていくと、やっぱりあんまり壊れる前に直してい

く。できればオーバーレイをやってもらいたいと

いうふうにかなり思います。 

  それから、誰もが納得するようなオーバーレイ

の基準というのは一定程度決めたらいいんでな

いかなというふうに思うんです。100メートルに

補修箇所が何十カ所あったとか、ひび割れが何メ

ートル連続であったと、非常にアスファルトが薄

くてもうこれ以上待っていられないとか、あるい

は小学校の通学路、あるいは保育園の皆さんがよ

く歩くところなので、パッチワークだと非常に危

険性が高いとか、そういう一定の基準を持って、

市民の皆さんが今限られた財政の中でやってい

くわけですから、基準を持ってオーバーレイとか、

補修をやるという方向をきちんと示す、それが大

事なような気がするんですけれども、いかがなも

のですか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 路面の傷みぐあいとしまして

は、客観的にはひび割れ率とか、でこぼこ率とか、

わだち掘れとか、そういった指標もあるんですけ

れども、我々650キロという舗装延長のもとでや

っているというようなところもありますので、お

話があったように、例えばパッチングの度合いと

か、その辺を勘案しながら、路線の重要度などを

加味しながら、わかりやすい判断基準をつくって

いったほうがいいと思ってもおりますので、その

辺で検討してまいりたいと思っております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） ぜひそのようにお願いし

たいと思います。 

  以前に車にスマホをつけただけで計測できるソ

フトなんかもありますよと、ちょっと高額ですけ

れども、そういうのも検討していただきながら、

その数値化で市民の皆さんが納得するような、こ

こ順番、次ここだ、ここだなというふうな準備を

していただくということが大事かなというふう

に思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思

います。 

  次、（３）の橋梁の長寿命化について伺います。 
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  橋梁が、現在、50年経過が81橋で、10年後にな

ると305橋のうちの半分だから、百五、六十、50

年以上経過してコンクリート劣化が出てくるん

だなというふうに思っています。これも計画的に

やっぱり進めないと一度にお金が非常にかかる

と財政負担も大きくなるというふうに思います。 

  この50年を経過した橋梁であっても、計画的に

補修をしている関係上、非常に今すぐ何とかしな

ければならないというような橋梁は現時点でな

いというような考えでよろしいですよね。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 答弁させていただいたとおり、

橋梁点検を道路法改正に伴って毎年ローテーシ

ョンしながらやっております。その点検結果、判

定区分が４段階ほどあるんですけれども、そちら

の中で緊急措置をやらなければならない、通行ど

めとか、そういった橋梁はないところです。ゼロ

橋と。 

  ただ、修繕が必要な早期に、優先的にやってい

く必要がある橋梁が、答弁で申し上げましたとお

り17橋というようなところになっております。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 橋は、ある意味市民の足

ですから、ぜひ計画的に進めていただきたいなと

いうふうに思います。 

  もう一つ、かなり心配をしているのは、河床低

下に伴っての橋脚の部分の洗掘というか、掘れぐ

あいなどの検査はどうやっているんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 橋梁点検のマニュアルには、

いろいろな視点のことがさまざま決まっており

ます。上部工、そして下部工、そして河床低下の

ぐあいなど目視で点検するような形になってお

ります。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） その河床低下率を調べた

ときに、橋脚部分の基礎の深さが何ぼで、どこの

盤まで打ち込んでいたかということがいろいろ

問題になってくるなんていうふうに思います。そ

して、実際に流れているところを調べるのは非常

に困難な部分がありますので、改めてそこのとこ

ろはどうするのかなというふうにかなり思って

いたんですけれども、そのどこまで打ち込んだか

とか、全部設計図に伴って大体50年前もわかると

いうことでよろしいんですかね。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 橋梁につきましては、橋梁台

帳というようなものを備えております。その中で

どういった構造でやっているかというようなと

ころを把握しているところであります。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 河床低下もかなり大きな

問題を生じている箇所もいっぱいありますので、

ぜひその橋のほうも注意をして、特に橋脚の足の

部分は観察をしてもらえればなというふうに思

いますので、よろしくお願いしたいというふうに

思います。 

  次に、最後に、住民参加型の公共事業の推進に

ついてお伺いいたします。 

  公共事業も地域でいろいろなことをやっていこ

うよと、そして、財政的な部分もあるし、地区、

地域に愛着を持ってやれるということもあるの

で、いろいろやってみようと、長野県とか、新潟

県などを参考にずっと進めてきたというふうに

思っています。 

  私もそれにかかわって、大変なのは、書類が結

構業者と同じようなイメージで書類提出を求め

られたりすると、地区の先輩方はなかなか大変だ

ったりするようなんです、写真撮るとか。少し簡

略化を図ってやりやすいように少し検討しては

どうかなというふうに思っていますが、どうです

か。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 委託に当たっては、基本的な

事項を決めました実施要領とか、それから、いろ

いろ成果物とか、手順とか定めました仕様書とい
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うのをお示しして成果品を出していただいてい

るところであります。そういったところで、今ま

でそういった御意見で、できる限り書類は少なく

するような努力はするよう心がけてきたところ

でありますけれども、毎回、地区の方と意見交換

する場もありますので、どういったところが厳し

いのかとか、そういったところをお話を聞きなが

ら、簡素化できるか検討してまいりたいと思いま

す。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 書類はそんなに大変でな

いです、恐らく。その写真撮りが大変なんだな。

作業前、作業中、作業後、起点、中点、中間とか、

作業順にもう何カ所か作業をするときにいろい

ろ大変なんだな、写真撮りが。そして、その後の

整理をどうやるか。少しそこら辺は、意見交換し

ながら、ぜひ簡略化を図ってもらえれば助かるな

というふうに思います。 

  もう一点ですけれども、草刈りだけでなくて、

やっぱり公共事業の地区、地域でやれること。例

えば最近よく私なんかも相談を受けるんですが、

側溝のふたがかなり壊れてきて何とかなんねべ

かみたいな相談をかなり受けます。そして、安全

上も問題あるよと、通行上ひっかかるような格好

になってきてと。それは何とか自分たちでしたい

んだけれども、何とかならないかみたいな話を伺

ったりするときがあります。 

  そうすると、米沢市では、再利用可能なものを

ストックしていますよね。それを例えば何ミリの

ふただとあるとか、そういうのを少し公表してく

れたらどうなのかなというふうに思うんですが、

自分たちで１枚、２枚だとすれば何とかするんだ

というようなお話もあったりして、その辺少し公

表してくれるというのはどうですかね。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 今、お話のあったとおり、現

場から上がってきたものとか、再利用できるもの

については一定程度保管しております。そして、

地区のためとか、公共のために御利用するという

ようなところでしたら、書面を書いていただいて

提供している実態もあるところです。 

  それで、公表というような形はどういった、ホ

ームページを使ってやったらいいかとか、ちょっ

とその辺は研究、勉強させていただきたいと思い

ます。 

○鳥海隆太議長 我妻德雄議員。 

○３番（我妻德雄議員） 例えば300ミリのふたが10

枚ありますとか、そういうのであれば、少しホー

ムページを見ればわかるようなシステムを少し

考えてくれればいいのかなというふうに思いま

す。 

  そうすると、住民の皆さん、10枚とか20枚とか

という大規模な工事になってくれば、それは工事

の発注を起こさなければならないと思うんです

が、１枚、２枚で地元でやりたい、やれるんだみ

たいなことであれば、材料を提供すると、新品を

買ってまでというふうには言いませんけれども、

そんなことを少し公表をやっていただければな

というふうに思いますので、ぜひよろしくお願い

したいと思います。いかがですか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 手持ちの古材とか、そういっ

た常に動いているんですけれども、どういった形

でタイムリーにお知らせできるか、少し研究させ

ていただきたいと思います。 

○鳥海隆太議長 以上で３番我妻德雄議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 
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  一つ、街の賑わいと活性化について外１点、９

番山村明議員。 

  〔９番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○９番（山村 明議員） こんにちは。 

  櫻田門の山村明でございます。 

  街の賑わいと活性化について。 

  米沢市の人口は、残念ながら減少しております。

最多のときは昭和35年の９万6,991人ということ

でありましたが、住民基本台帳に基づくところの

最近の数値では、ことしの８月末現在の人口は８

万140人ということだそうです。 

  にぎわいと活性化は、人口の多さが一番であり

ますが、次には交流が頻繁であることもかかわっ

てまいります。人口をふやすということは、長期

にわたってのさまざまな方策、施策が求められ、

なかなか大変でありますが、交流人口をふやすと

いうことは、人口をふやすということよりも容易

だと思っています。 

  まちの公共施設や商店街において、まちの集客

力を取り戻す方策は何か。 

  若者が町なかにいると、活気が感じられてまち

が生き生きと輝いて見えます。若者を町なかに呼

び込むには何をすべきと思いますか。 

  新市立病院の体制について。 

  いよいよ市役所建てかえに続いて、市立病院の

建てかえの構想に入ってまいりました。私は図書

館建設議案のときも、市役所建設議案のときも市

立病院の建てかえが先でしょうと言って反対し

てまいりました。新市立病院建設のようやく先が

見えてきたことに感慨深い思いを抱いておりま

す。 

  令和５年秋ごろの開業予定ということでありま

す。建設関連経費が約122億円、医療機器で39億

円、総額で180億円という大事業であります。大

変期待をしております。 

  アメニティセンター内に整備する予定の調剤薬

局のシステムはどうなっているのか。 

  民間薬局との共存をどう図っていくのかお伺い

します。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の街の賑わい

と活性化についてのうち、（１）の街の集客力を

取り戻す方策は何かについてお答えいたします。 

  まちへの集客を図るには、個々の店舗や商店街

が担う役割が非常に大きく、消費者の購買意欲を

かき立てる魅力ある商品の開発や消費者の要望

をより反映させたサービスの提供など、継続的に

取り組んでいく必要があり、あわせて地域経済の

発展のため、新たな担い手を育成する必要がある

と考えております。 

  しかしながら、個々の店舗の自助努力だけでは

限界があり、また相互扶助として組織されました

商店街も商店数の減少により、活発な事業活動が

できにくい状況にあります。 

  このため、現在、個々の店舗の魅力を高めるた

め、各店の特色あるお勧め商品や消費者のニーズ

を反映させた商品開発を行い、店舗自慢の逸品を

広くＰＲすることで、店舗への集客力と認知度の

向上を図ることを目的とした「一店舗一名物開発

事業」や各店舗の店主等が講師となり、店主が持

つ専門的な知識やプロしか知り得ないお得な情

報などを気軽に学べる講座を開催することで、多

くの方々が店舗に足を運ぶ機会をつくることを

目的とした「まちなかゼミナール事業」の開催を

支援しております。 

  また、商店街の魅力を高めるための施策として、

商店街等が活性化を図るために行う各種イベン

トの開催や新商品の開発、販路拡大等の事業に対

し支援を行う「商工業地域活性化支援事業」のほ

か、本市の中核となる商店街が、中・長期的計画

のもと成長と発展につながる事業に対して支援

する「米沢市中心商店街未来創造事業」等がござ

います。 

  さらに、新たな地域経済活動の担い手を育成す
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る事業として、創業予定のある人や事業の基本に

ついて学びたい事業者を対象に、経営、財務、人

材育成、販路開拓などの知識の習得を目的とした

「よねざわ創業塾」や、出店に向けた実践的な経

営習得や試験開店等の機会を提供する「チャレン

ジショップ事業」を実施し、市内における創業希

望者の発掘と育成を促進しております。 

  このように、市としましては、個々の店舗や商

店街が魅力を高める事業を実施していくことや

新たな担い手の育成を図ることでにぎわいのあ

るまちづくりにつながるものとの認識のもと、

個々の店舗や商店街が成長と発展を図る事業に

対し支援をしていくものであり、今後も、個々の

店舗や商店街、そして商工団体と連携しながら、

にぎわいのあるまちづくりに向けて各種事業を

継続して実施していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、１の（２）若

者を町なかに呼び込むためには何をすればよい

かについてお答えします。 

  学園都市推進協議会では、平成29年４月に町な

かにおける学生の活動拠点として、ナセＢＡ近く

に空き家の一部をお借りして、まちなかＢＡＳＥ、

通称まちＢＡを開設し、主にボランティア活動や

地元商店街との共同の企画イベント、子供たちへ

の学習支援など、さまざまな活動を行う学生団体

が自由に活用できる環境を整備いたしました。 

  開設当初から大変好評を博しており、昨年度は

延べ289団体、2,129人もの方に利用していただき

ました。今年度の利用状況も好調に推移しており、

特に７月は稼働率が９割を超えるなど、学生団体

のニーズにもマッチした有効な施設になってい

ると考えております。 

  また、学生と地域と結ぶコミュニティー情報誌

「ザワワ」を年４回発行しており、その中に、学

生みずからが市内飲食店や商店等の取材を行っ

て紹介する特集記事や、地元商店街の店舗情報を

紹介する「商店街Ｗａｔｃｈ」のコーナーを設け

るなど、多くの学生が市内の商店街を訪れるよう、

そのきっかけづくりも行っております。 

  このほか、中心市街地活性化協議会を中心に展

開している「まち育てミーティング」では、大学

生を中心とした若者たちが、町なかのにぎわいづ

くりにつながるイベントの企画・実施に協力をし

ていただいております。 

  具体的な活動としましては、商店街と連携して、

ナセＢＡを中心に、徒歩10分圏内の飲食店をマッ

プにまとめた「まちなかぶらっとランチマップ」

を製作し、先ごろ８月１日号の市広報とともに市

内全戸にお配りさせていただいたところであり

ます。 

  このほか、夏休み期間中の小中学生をターゲッ

トにした「ナセＢＡで過ごす夏休み」を開催して

おります。このイベントでは、宿題相談や自由研

究相談ブースの設置、ナセＢＡのこまやを縁側に

見立てた囲碁・将棋コーナーの開設のほか、ナセ

ＢＡ付近のテナントをお借りしてお化け屋敷も

開催したところであります。 

  このように、多くの学生が町なかへ出入りする

ことにより、当然、地域の商店街で買い物などを

することにもつながっておりますし、また、ラン

チマップ製作などから飲食店の店主と学生との

交流などが生まれているなど、周辺地域のにぎわ

い創出に与える影響は一定程度あるものと認識

しております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、まず問い２、

（１）新病院のアメニティセンター付近に整備予

定の調剤薬局のシステムはどうなっているのか

についてお答えいたします。 

  病院の敷地内薬局につきましては、体の不自由

な方や高齢者への利便性を図ることを目的とし
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て、平成28年10月から制度が開始され、大学病院

や民間病院などにおいて徐々に導入が進んでい

るとお聞きしております。 

  また、アメニティセンターと調剤薬局との複合

施設につきましては、当院と三友堂病院の２つの

病院の共用施設という形では、恐らく全国でも初

めての試みになるものと思われますが、考え方と

しては、全国の多くの病院において実施されてい

るところであります。 

  なお、このたびのプロポーザルにおける敷地内

薬局につきましては、患者様の利便性のみならず、

市立病院が24時間、365日の救急医療を実施する

に当たり、病院薬剤師の業務負担の軽減にも大き

く寄与するものと考えておりますので、１店舗目

は必ず市立病院内に設置することとしておりま

す。 

  それから、２番目として、問い２、（２）の民

間薬局との共存をどう図っていくのかについて

お答えいたします。 

  敷地内薬局は、医療機関を利用する方の利便性

を図ることを主な目的として設置されており、か

かりつけ薬局は、在宅訪問や24時間の相談など、

地域住民への積極的なかかわりを持つことで、か

かりつけ機能が十分に発揮されることが求めら

れております。 

  今後、そのすみ分けがより明確になっていくも

のと想定しておりますので、十分に共存していけ

るものと捉えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） ありがとうございます。 

  まず、街の賑わいと活性化についてであります

けれども、米沢市の商店街も大分数が減っている

ようですが、今現在、商店街と言えるものという

のはどこどこなのか、そこをお教えいただきたい。 

  そして、米沢市にとっての中心商店街はどこだ

というふうに行政としては認識しておられるの

かお聞きをいたします。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 商店街数ということで御質問

いただきました。商店街数につきましては、10年

前16団体ですけれども、現在11団体に減少してお

ります。具体的に申し上げますと、たつまち商店

街、米沢粡町通り商店会、弁天通り商店会、松が

岬商店会、米沢駅前商店街、西駅通り商店会、座

頭町商店会、西銀座商店会、関根商店会、上郷東

部商店会、中央通り商店会の11団体でございます。 

  そして、市として中心商店街はどこかという御

質問ですけれども、商店街は、その地域、そのエ

リアにおきまして、相互扶助として個店が集積さ

れた組織であって、商業の活性化を図っているこ

とから、そういった観点から特定の商店街をもっ

て中心商店街であるという認識は持っていない

ところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 今、中心商店街という認

識はしておらないということだったわけであり

ますが、私も昔同じ質問を当局に一般質問でやっ

たことがあったのですが、私はそのときは六部舘

山線のところの商店街あたりが米沢市の中心商

店街という名称で出てくるのかなと思ったら、当

時の市長は平和通り商店街だというふうに答え

が出て、私もびっくりしたところであります。 

  今般、平和通りの老舗デパートの撤退が、撤退

というか、閉店ということになったわけですけれ

ども、その影響をどのように見ておられるのか。 

  それから、図書館を建てるときに、ナセＢＡを

建てるときに、集客効果は、当時のあれで図書館

で28万人、ギャラリーで４万人の合わせて32万人

の年間の集客効果を見込んでいるんだというお

話があったと思いますけれども、現在、オープン

して時間も経過したわけでございますけれども、

現在のこの集客効果、ナセＢＡあたりの集客効果

はどれだけになっておるのかお聞きをします。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 中央の老舗デパート、この８
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月15日をもって49年間の営業に幕を閉じたとこ

ろでございます。この間、地域経済を牽引してい

ただいていたということもございまして、撤退の

影響につきましては、これまで足を運んでいただ

いた消費者がいなくなるという観点では、商業地

域への集客が弱まるのではないかと懸念してい

るところでございます。 

○鳥海隆太議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 ナセＢＡの入館当初目標

数は、今議員がおっしゃったように、年間32万人

というふうに設定しております。平成28年７月に

オープンいたしましたが、オープン後、平成28年

度につきましては約36万2,000人、平成29年度に

ついては37万6,000人、昨年度については36万

5,000人となっておりまして、目標数を上回って

いる状況であります。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） このナセＢＡ等の集客効

果については、私も時々あそこの前の通りを通る

んでありますが、日中私は通ることが多いんです

けれども、余り人出ということでは感じないんで

すね。 

  ですので、利用者は図書館なり、ギャラリーな

り、建物の中に入って利用するということなので、

余りまちのにぎわいという形からすると、私は余

り効果的には出ていないのかなという感じを持

っておりますが、この利用者とまちのにぎわいと

いうこの形からすると、私は集客効果としては32

万人を見込んで、今現在それを上回った数字で出

てきておるのですが、ナセＢＡの利用者と私が今

回の質問のあれに上げているまちのにぎわいと

いうところからすると、数字的には多い数字を今

お答えいただいたわけですけれども、余り実態の

にぎわいというふうに結びついていないような

感じを受けますけれども、その辺どうですか。 

○鳥海隆太議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 図書館やギャラリーを利

用された方がそのまま町なかに出られるという

ことはないわけですので、そのままの数字が町な

かのにぎわいにつながっているかといえば、そう

ではないというふうに思っておりますが、先ほど

答弁にありましたように、ナセＢＡを中心とした

さまざまなイベントだったり、ランチマップなど

の企画によって町なかへの誘導を図っていると

いうところでありますので、そういったようなこ

とで交通量の増加、通行量の増加などにもつなが

っているのかなというふうには考えております。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） それから、老舗デパート

の撤退でありますけれども、私も以前から老舗デ

パートが営業されているうちは平和通り商店街

も何とか体面を保っておられるのかなというふ

うに思っておりましたけれども、その私の思って

おった拠点が閉店をしたということで、今後、ど

のように平和通りのまちのにぎわいというか、そ

ういったものをやっていくのかということが、こ

れは商工会議所あたりとの連携も今までとって

やってこられたわけですけれども、これからにつ

いて何か今の時点で構想等あればお聞きをして

おきたい。これからなんでしょうかね、その辺お

聞きします。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 平和通り商店街振興組合にお

かれましては、平成29年５月30日に解散したとい

うことで、現在は平和通り連絡会ということで、

参加店舗数６店舗ということで、その６店舗で連

携を図ってさまざまな事業に取り組んでいきた

いということでお話を伺っておりますけれども、

具体的に市として、これといったまだ目玉的なも

のはございませんけれども、情報を共有しながら、

さまざまお話をお伺いしながら、今後に向けてさ

まざまな検討を行っていきたいというふうには

考えております。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） やっぱりにぎわいという

ものは、人が集まるところ、市役所、病院、駅、
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大型食料品店、こういうところで交通アクセスが

よくて駐車場のあるところかなというふうに思

っております。人口減少に伴いまして空き地、空

き家が非常にふえてまいりまして、にぎわいを取

り戻すためには、商店街の中に空き地を利用する

などして大きな広い駐車場をつくっていくこと

が１つ簡単な集客力に結びつくのではないかな

というふうに思いますけれども、行政としてその

辺を商工会議所等との連携等も視野に入れなが

ら、行政側でアドバイスするなり、補助するなり

して、そういったものを駐車場を整備していくと

いうことはできないものでしょうか。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 空き地を活用して駐車場はで

きないかというような御質問だと思いますけれ

ども、イベント等で短期的にお借りするような場

合ですと、やはり地権者の方とお話ししてお貸し

していただくような形は可能かと思いますけれ

ども、恒常的な駐車場整備となりますと、やはり

民間事業者の方で駐車場を経営されている方も

いらっしゃいますので、そういった兼ね合い等も

ございますので、市として誘導的に駐車場を整備

していくというものは、今のところ持ち合わせて

いないところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 最近、まちのにぎわいと

いうことですと、やっぱり歩いている方々という

のは小中学生、それから旅行者、外国人、あとは

汽車通なんかをしている高校生ということです。

高校生の多くは自転車を利用しておられるのか

なというふうに思っております。 

  県立高校が２校郊外に移転をしてしまったわけ

ですけれども、こういったことは、若者を町なか

へ呼び込むことが私は必要だというふうに思っ

ていますが、県立高校の郊外移転は、若者をまち

の外に追いやってしまった失敗施策だったと思

っておりますが、こういった高校生が、高校の立

地が町なかにあれば、除雪のボランティアや雪お

ろしのボランティア、そういったものにも十分機

能したと思って残念だなというふうに思ってい

ますが、この県立高校の郊外移転についてどのよ

うに思っておられますか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 町なかへのにぎわいとい

う点では少なからずもちろん影響はあると思っ

ております。昔ですと、ほとんどの高校が町なか

周辺に、ある程度近くに立地していたというよう

なところもありまして、授業が終わった後などに

は高校生が町なかに集まってきたというところ

があります。 

  どちらが早いかというところもありますが、１

つは、やはりその中で、昔は町なかに商業機能、

店舗やそういう施設などが集約していたという

ようなところで、高校生も集まってきたというと

ころも大きな要因としてあるのかなと感じてい

るところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 何とか若者を町なかに呼

び戻すというか、若者がまちの中を闊歩するとい

うふうな状況を何とかつくれないものかなとい

うふうに思っております。 

  きのうの質問でも駅前の活性化という話が出て

おりました。駅の東側の郊外に米沢工業高校が立

地したわけでありますけれども、特に自転車の高

校生は駅前商店街を通らないパターンになって

います。 

  それはなぜかといいますと、駅南の跨線橋や花

沢ガードを通って町なかに入ってきてから、交通

量が少ないためもあるんでしょうけれども、裏道

を通って相生橋や松川橋を目指して、そして松川

の西の市街地へ帰っていくということのようで

す。 

  やはり私は思うんですけれども、駅の自由通路

や階段を、自転車を引いて通れるようにできれば

この問題も解消できるのかなと。高畠駅の自由通

路というんですか、あそこは何か自転車を引いて
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通れる構造になっておりますけれども、その辺は

いかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 米沢駅の東西自由通路につき

ましては、東西地区を結ぶ歩行者の利便性の向上

のために、平成11年に歩行者専用通路として整備

された施設となっております。建設の際、「米沢

市やさしいまちづくり整備指針」に基づきまして、

東西にエレベーターを設置しまして、歩きやすい

階段、なだらかなスロープなどに配慮した高齢者

にも優しい施設として整備されましたが、階段の

勾配につきましては、社団法人日本道路協会が定

めます「立体横断施設技術基準・同解説」を参考

に、50％を標準としまして、斜路及び斜路つき階

段の勾配は、それぞれ12％、25％を超えてはなら

ないとされておりまして、現在の東西自由通路の

階段の勾配は45％となっていることから、敷地の

広さなどのさまざまな理由から、自転車の利用は

見送られ、歩行者専用の通行として整備されたと

いうことで、自転車の通路については禁止させて

いただいているところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） エレベーターが東西にあ

るわけでありますけれども、このエレベーターの

大きさというか、これは、物理的に自転車はエレ

ベーターの中に入るものなのかどうなのか。 

  それから、階段と階段のこの段差のすき間に簡

便な木型を埋め込んで何とか坂にして、そこを乗

ってはだめですよということで、引いて通れるよ

うにすれば安く上がるという思いが私としては

あるのですが、あそこの45％勾配というその基準

では、それは何ともならないものなのでしょうか

ね。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 東西のエレベーターに自転車

がつけられるかどうかという部分につきまして

は、エレベーターの規格が大体両方同じぐらいで、

幅が140センチメートル、奥行き135センチメート

ルということでございますけれども、ＪＩＳ規格

によりますと、一般の自転車は大体190センチメ

ートルぐらいになりまして、お子様用の自転車で

すと乗せることは可能かと思われますが、大人用

の自転車につきましては、大変厳しい状況だとい

うことで、実際に東のエレベーターに自転車をつ

けてみましたけれども、やはり厳しい状況だとい

うことを確認してございます。 

  そして、木型を入れてはどうかということでご

ざいますけれども、先ほど申し上げましたとおり、

斜路が大変合致しないということで、手を離した

際に落ちていったりということで、危険性が危惧

されますので、それにつきましても、やはり難し

い、だめなことだというふうに考えております。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） そういう勾配の決まりや

ら何やらはあるんでしょうけれども、せっかく県

立高校の大きな、今女生徒もかなりふえていると

いうことで、大きな県立高校が駅の東にありなが

ら、そして、駅の商店街を工業高校の自転車の生

徒はほとんど通らないと。 

  駅で電車に乗るため、東に向かってくる汽車通

の生徒は駅前の商店街は通っていただいている

ようでありますけれども、せっかくのそういう立

地の状況をうまく生かせていないなと。 

  高校生は帰るときには、やはり自動販売機やら、

お店屋さん、そして米沢ラーメン等を食べながら

帰っていくというのは、私は高校生のやはり若い

人たち、いろんなことに非常に興味を持つ年代の

人たちには必要なことだと思います。 

  そういったことで、何とかそういった若い人た

ちが駅前商店街を通れるような手だてというも

のをこれからも検討していただきたいというふ

うに要望をいたしておきます。 

  次に、市立病院のほうに入ってまいります。 

  この敷地内薬局については、かつては24時間365

日営業体制というふうになっていたはずのが、こ

の間の資料では、たしか夜間は22時までとかとい



- 114 - 

うふうになっておりましたけれども、この辺どう

いう構想なんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 このたびのプロポー

ザルに際しましては、事前に行いました複数の会

社のリサーチ、聞き取りさせていただいたんです

が、24時間営業につきましては、人の確保の面か

ら大変厳しい状況であるというような認識をし

ております。実際に行おうとしますと、その人員

確保のためにかえってコストが大きく影響して

くるというのが判明いたしました。 

  このことから、市立病院の薬剤師とも協議の上、

最低限22時まで営業していただくことを条件と

しております。ただし、あくまでもこれは下限で

ございますので、コストの面も含めて24時間対応

の御提案があれば、当然薬剤師の業務負担が相当

軽減されますので、相応の評価がなされるものと

考えております。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 365日というのは、これは

365日で。はい、わかりました。 

  それから、この敷地内薬局ということになって

まいりますと、今までの院外処方でやっておった

薬価のメリットといいますか、院外処方にするよ

りもこの院内処方とか、敷地内薬局とかの薬価の

メリットというのは少ないように思うのですが、

その辺はどのように捉えていますか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 調剤料ですが、敷地

外薬局ですと、点数が41点ほどになっております

が、敷地内薬局ですと、これが10点ということで

すので、約４分の１になりますので、薬局のほう

から見れば調剤料が減るという形になろうかと

思います。 

  ただ、ほかの薬剤料や服薬指導料などを加味す

れば十分収入のほうは得られるというふうに捉

えているところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） かつては敷地内薬局とい

うのは認められておらなかったわけですけれど

も、平成28年度からですか、その辺から規制緩和

されまして、敷地内薬局が認められるようになっ

てきたようであります。 

  敷地内薬局は、たしか技術料が安いと思うんで

すけれども、あえてその敷地内技術料等が安いに

もかかわらず、進出していただくということにな

ると、非常に採算ベースではなかなか厳しい状況

になってくるのではないかと心配されますけれ

ども、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 今まで敷地内薬局が

認められなかったということで、例えて言うなら

ば、隣に薬局があってもフェンスで覆われて、一

旦公道のほうに出てからでないと入れないとい

うようなものが一般的でございましたが、これが

総務省のほうに国民の声ということで、例えば妊

婦さんとか、障がい者の方、非常に不便であると

いうような申し出がございまして、それを受けて

厚労省と協議の上、まずはフェンスの撤去が可能

になったということで、結果的に敷地内薬局が設

置可能になるように移行していったところでご

ざいます。 

  また、今採算面のお話がございましたが、先ほ

ど申し上げたとおり、調剤薬局の収入は、調剤料

や薬剤料、あと服薬指導料など複数のものがござ

います。そういったものをトータルで見ますと、

十分やっていけるということでございます。確か

に調剤料を低く抑えられますけれども、枚数が枚

数ですので、十分やっていけると。これは聞き取

りのほうでそちらのほうも確認させていただい

ているところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 民間薬局との共存につい

てでありますけれども、民間薬局については、国

の医薬分業、院外処方箋等のシステム、要するに

医師の薬の過剰投与というか、それから、国の薬
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価部分での非常に膨大な薬価になってきて、それ

を抑制しようという国の財政的な面からも医薬

分業して、院外処方箋のシステムに変えていこう

と。要するに院外処方箋にすると、非常に利益が

出るという形にして、一気に民間薬局がふえてま

いったわけです。 

  米沢市立病院もファクスコーナー等を市内の薬

剤師会、そっちが主体となってファクスコーナー

等を設けて、そして、市立病院の院外処方箋の方

向性に対しては、皆さん協力をいただいてきたと

いうふうに思っております。 

  私の調べでは、米沢における薬剤師会の加入者、

これは個人の資格で入るわけでありますけれど

も、これが今現在で大体110名前後で推移をして

おるということであります。米沢市内の薬局の店

舗数は、私の調べではおおよそ60店舗、これ私も

こんなに多くの薬局があるんだとは思わなかっ

たんですけれども、私の調べた中で薬局の店舗数

が60店舗、このほかにドラッグストア等で処方箋

も受け付けますよというところは、数店あるんで

すけれども、それはここに入っていないので、こ

の米沢での医薬分業の先駆けは、大手民間のＳ病

院さんがもう、私もここよくわからない。35年前

ぐらいから医薬分業をやっておられたというこ

となわけです。 

  今度敷地内薬局としてこのアメニティセンター

の中に、先ほどの答弁では、市立病院の中に薬局

が１つ入って、アメニティセンターのほうにはま

たもう一つ入るという２つの体制が出てくるわ

けですね。 

  そうしますと、どうしても患者さんとしては車

をとめた状態で医療行為を受けて、そのままの状

態で薬をもらえるという状態、今までは院外処方

箋をかなり出しておられたので、民間の薬局はそ

の恩恵をかなり受けてきて、60店舗までふえてき

た要因の一つだと思うんですけれども、それが駐

車場にとめたままで、今度は病院の薬局とアメニ

ティセンターの薬局と２つ、これは、患者さんは

どちらの薬局でも処方していただけるという形

なんですか、それとも、何か特殊な方はアメニテ

ィセンターのほうに行っていただくという形に

なるんでしょうか。その辺どうですか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 まず、病院内薬局と

いうのは、実は直接院内からの出入りはできませ

ん。この制度はそこまで緩和になっていませんで、

一旦外に出るような建物の構造になってござい

ます。ただ、建物の中におさまっている状況でご

ざいます。 

  なぜそのような形態をとるかといいますと、市

立病院が救急医療のほうを充実させるというこ

とで、どうしても患者さんの立場になると、近く

にあったほうが非常に便利であるということで、

救急医療との連携も含めて、調剤薬局を市立病院

の建物の中に最低１カ所設けてほしいというこ

とでのプロポーザルでございます。 

  もう一つ、同じ会社になるわけですけれども、

アメニティセンターのほうにも設置するという

ことが可能であるならば、そちらのほうにも設置

していただきたいと。いわゆる患者さんの選択肢

がふえるということになりますので、ただ、採算

面で２カ所もつくると、かえって人件費等がかか

って採算がとれないというような御提案も想定

してございます。 

  ただ、繰り返しになりますが、最低限市立病院

内に１カ所設けていただくというのが条件でご

ざいます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） やはり今度は市立病院な

り、アメニティセンターに薬局ができれば、利用

者、患者さんは、やはり車を動かさないで薬をも

らって行けるというか、行きたいということにな

ると、やはり今まで市立病院の院外処方箋のシス

テムに協力してきて60店舗までふえておるこの

薬局の方々、60店舗の薬局があるということは、

やはり米沢市にとっての一大産業だと思うんで
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す。 

  この方々が、どうも私はここでほかの医院から

の処方箋もあるんでしょうけれども、市立病院か

らの処方箋の数は、私は確実に減っていくのでは

ないかと。そうすると、その薬局の経営等にやは

りかなりの悪い影響をもたらすのではないかと

いう心配をしておりますけれども、そこのところ

どう思われますか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 このたびの新病院建

設につきましては、おおよその建物のレイアウト

等見えてきた段階で薬剤師会の方と協議の場を

設けさせていただきました。病院の考えと、これ

からの予定ということで、御意見を頂戴したとこ

ろでございます。薬剤師会からは、敷地内薬局と

かの設置については特段反対はしないというこ

とでございました。 

  ただ、今現在、議員からもお話ございましたが、

ファクスコーナーを今設けているわけですけれ

ども、これは引き続き設置の方向でお願いしたい

ということでの要請はいただいておりますので、

そのコーナーは引き続き設置していくというこ

とで、民間の薬局のほうにも従来どおりの対応が

可能なように持っていきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 今、薬剤師会とのお話を

なされておられたということですけれども、今回

の新病院の構想立ち上げについての時点で、その

薬剤師会の代表の方等との意見交換というか、そ

ういったものはあったんでしょうか。どうも私の

聞いている感じでは、最近その薬剤師会とのお話

があったやに聞き取れたんですが、病院の設立構

想立ち上げの時点でのそういったやりとりはあ

ったんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 ある程度その建物の

配置、機能分化の考え方がまとまりましたことし

の１月後半に協議の場を、話し合いの場を設けさ

せていただいたところでございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） それから、このアメニテ

ィセンターを設置するというこの設置主体者と

いうものは、私の今までの説明を受けている中身

の感じでは、ディベロッパーというか、そういう

開発業者と薬局、アメニティセンターにおけると

ころの薬局の、多分かなり大手のところになろう

と思うんですけれども、そういったところが設置

主体者になって、恐らく建物でも数億円規模のも

のになろうと思うんです。そういうことでよろし

いんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 まだ募集をかけてい

る段階で、正式に手を挙げていただいているとこ

ろはこれからなものですから、何とも言えません

が、今までお話しさせていただいた中では、当然

調剤薬局入っていますけれども、ファイナンス系

とかリース系の、いわゆる大手の資金力のあると

ころと手を組んで進出なさるというところが目

立ったかなという印象でございます。 

○鳥海隆太議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） そちらのアメニティセン

ターの設置をされる方の重要な部分に、大手の薬

局等が多分入るんだろうというふうに私は思う

わけでありますけれども、そういったところが当

然市立病院の処方箋をより多く取り込もうと、そ

して、設備投資にかかった分を何とか早く財政的

にクリアしたいというふうに思うのは当然であ

って、そうなってくることが、やはり今まで院外

処方箋で市内の民間薬局に出ていたものがかな

り大きくダメージを受けるのではないのかなと

いう心配をしておるわけです。 

  そういったことで、最後、これであとやめたい

と思いますので、何かおありになれば感想をお願

いしたい。 

○鳥海隆太議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 繰り返しになります
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が、敷地内薬局等々につきましては、何も私ども

のほうが初めてのものではございません。また、

いわゆる門前薬局というのも全国のほうでござ

いますが、そういったことで、既存の民間の薬局

の経営を圧迫するというような事例は私の耳に

は入ってこないところであります。 

  ただ、国のほうでは、当然敷地内薬局等のほう

が客観的に見て強いということで、かかりつけ薬

局という形で、既存の薬局とのすみ分けについて

制度的な設計を設けているところでございます。 

  具体的に申し上げますと、健康サポート薬局と

いう制度があるんですけれども、今現在、県内に

も15カ所ございます。米沢市内にも３カ所ほどご

ざいますが、一定の機能、いわゆる在宅の支援の

機能を充実した薬局について県のほうに届け出

て、それを県のほうで公表するということで、そ

ういった薬局がどんどんふえていけばより地域

に密着した薬局ということで活躍の場が広がる

ものというふうに期待しているところでござい

ます。（「ありがとうございました」の声あり） 

○鳥海隆太議長 以上で９番山村明議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時０３分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１４分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、インクルーシブ教育の取り組みについて

外１点、１番小久保広信議員。 

  〔１番小久保広信議員登壇〕（拍手） 

○１番（小久保広信議員） こんにちは。 

  市民平和クラブの小久保です。 

  私でちょうど９番目ということで、９月定例会

もちょうど半分を過ぎまして、そろそろ皆さんも

もうお疲れのことかなと思います。皆様の休憩に

邪魔にならないように静かにお話をさせていた

だきたいなというふうに思いますので、よろしく

お願いいたします。 

  まず、インクルーシブ教育の取り組みについて

お伺いをいたします。 

  障害者権利条約が批准をされ、障害者差別解消

法も施行される中、文部科学省は2013年度からイ

ンクルーシブ教育システム構築事業を、そして

2016年度からはインクルーシブ教育システム推

進事業を進めています。 

  本市も、「米沢市障がいのある人もない人も共

に生きるまちづくり条例」をことしの４月１日か

ら施行しています。 

  このインクルーシブという意味は、「包括的な」、

「包み込む」という意味です。このインクルーシ

ブ教育の導入により、就学先決定の仕組みや通常

学級で障がいのある子供も学べる環境整備が進

んでいます。 

  インクルーシブ教育とは、子供たち一人一人が

多様であることを前提に、障がいの有無にかかわ

らず、誰もが望めば自分に合った配慮を受けなが

ら、地域の通常学級で学べることを目指す教育理

念と実践プロセスを言います。つまり一人一人が

丁寧に扱われ、みんなで一緒に学ぶ、この両方が

実現をされる、そういった教育理念であると言え

ます。 

  障がいの有無によって学ぶ場所が分けられるの

ではなく、一人一人それぞれの子供の能力や困り

事が考慮された、全ての子供のための教育という

意味で使われています。 

  インクルーシブ教育という言葉が広がり始めた

のは、1994年にユネスコによって開かれた国際会

議がきっかけです。この国際会議で、｢万人のた

めの教育」がうたわれ、可能な限り全ての子供の

能力や困り事に応じた教育を行っていく方向性

が公に打ち出されました。インクルーシブ教育の

実現に向けて歩むのは日本だけではなく、国際的
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な流れだと言えます。 

  これまでは、障がいのある人は必ずしも社会参

加できるような環境にありませんでした。障がい

のある人が積極的に社会で活躍できる環境づく

りの一環として、一人一人の子供に丁寧に向き合

う理念に基づいたインクルーシブ教育が推し進

められています。本市はこのインクルーシブ教育

をどのように捉えているのか、認識されているの

かお伺いをいたします。 

  障がいのある子供を取り巻くこれまでの教育環

境は、昭和の時代の終わりには、養護学校の義務

化により、それまで就学を免除されていた重度の

障がいのある子供に対しても、平等に教育の機会

が保障されることになり、全ての子供が教育を受

ける仕組みができました。 

  しかし、障がいのある子供を地域の学校から離

れた就学先に通わせることを、障がいのある子供

を通常学級から隔離し、分離しているという非難

の声が市民の中から生まれました。 

  1981年の国際障害者年に、全ての子供を通常学

級へというメッセージがうたわれました。それが

きっかけで、全ての子供が通常学級で学ぶことを

第一の重要事項として新たな教育の方向性が定

められました。これをインテグレーション教育と

言います。この過程で、分離教育の反省から、障

がいのある人もない人も、分け隔てのない仲間と

して渾然一体の場所で学ぶことが最も重要だと

されていました。 

  しかし、同じ環境で学ぶことを推し進める余り、

支援の必要な子供に対して十分なサポートをす

る体制の準備は不十分なままに進められました。

その結果、子供一人一人の個性やニーズに合った

教育を受けることができず、障がいのある子供は

授業についていけなかったり、いじめや中傷の対

象となったり、逆に腫れ物扱いをされてしまった

りという問題が起こりました。 

  そして、新しい考え方としてこのインクルーシ

ブ教育の理念が唱えられました。障がいの有無に

かかわりなく、適切な配慮を受けながら、誰もが

望めば地域の通常学級で学べること、つまり一人

一人丁寧にとみんなで一緒に学ぶの両方を実現

する教育の始まりになります。 

  通常学級に在籍する障がいのある子も多くいる

ようになっていると感じます。インクルーシブ教

育が実現する条件がそろいつつあるようにも思

います。本市の取り組み状況はどのようになって

いるのでしょうかお伺いいたします。 

  インクルーシブの実現に向けて、文科省を初め、

国や都道府県、市町村などの行政機関が主体とな

って行うべきことの一つが、多様な子供がともに

学ぶための基礎的な環境を整備することが必要

です。 

  例えば肢体不自由があり、車椅子に乗って通学

する子供にとって、校舎内が階段ばかりでは自分

の力での移動が困難です。校内の段差にスロープ

やエレベーターを設置することで移動すること

の障害を解消していくことができます。 

  そのほかにも、市町村が主体となって、支援の

必要な子供が困ることのないようにボランティ

アスタッフを配置するシステムをつくることで、

学習や行動面に困難のある子供も、適切な支援を

受けながら通常学級での集団授業に参加するこ

とができるようになります。 

  このように、学校の設備や教育の体制の整備が

整っていくことで、障がいのあるなしにかかわら

ず、多様な子供が通い、学びやすい学校環境をつ

くっていくことができるようになります。 

  学校現場で進めるべき基礎的環境の整備には、

ほかにもさまざまなものがあります。本市の学校

整備の面や学習支援などの教育体制の整備はど

のようになっているのでしょうかお伺いいたし

ます。 

  次に、大項目の２つ目、大人のひきこもり対策

についてお伺いいたします。 

  大人のひきこもりと言われるＳＮＥＰ――スネ

ップは、孤立無業者とも言われ、2012年に登場し
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た新しい概念です。ニートが社会問題化している

中で、スネップも社会問題として取り上げられる

ようになっています。 

  スネップとは、孤独で無職な人たちを指す和製

英語です。2012年にニート研究でも知られる東京

大学社会科学研究所の玄田教授が提唱しました。

スネップは、先ほども言いましたが、孤立無業者

といい、20歳から59歳までの人のうち、学生でな

く未婚であり、無職で、ふだん一人か、あるいは

肉親以外に接点のない人を指しています。 

  肉親と同居している場合は、家族型孤立無業者

と言い、ずっと一人でいる人を一人型孤立無業者

と言います。彼らは１年にわたり友人との交流が

なく、スポーツや旅行、ボランティアといった社

交的な活動に参加していません。この傾向は、家

族型よりも一人型孤立無業者に多い傾向があり

ます。 

  先ほど言いましたニートは、イギリスで生まれ

た言葉です。日本での定義は、年齢が15歳から34

歳と若年層で、通学や就職しているわけでもなく、

家の仕事や家事を手伝っているわけでもなく、就

職活動もしていない人たちのことを言います。 

  スネップが59歳までであるのに対し、ニートは

34歳までとなっているため、若年層がニートで、

その延長線上にスネップがあると考えられます

が、ここで気をつけておきたいのが、ニートは就

職しているか、またはしたいと思って就職活動を

しているかどうかで分類するのに対して、スネッ

プは未就業者のうち、肉親以外の人たちとの対人

関係、社交生活があるかどうか、孤独であるかど

うかで判断しているところです。 

  ひきこもりは、長期間にわたって自宅や自室に

引きこもり、社会的活動をしない状態が続いてい

る人たちのことを言います。スネップは、時に、

先ほども言いましたが、大人のひきこもりとも言

われることがあります。しかし、ひきこもりは家

から外に出られませんが、スネップの半数は外出

をすることから、ひきこもりはスネップやニート

の一部と言えます。 

  玄田教授が2013年１月に、文科省と日本学術振

興会の委託事業、「近未来の課題解決を目指した

実証的社会科学研究推進事業」でまとめた「孤立

無業者の現状と課題」によりますと、総務省統計

局「社会生活基本調査」の特別集計から、ランダ

ムに選んだ連続２日間の対人関係での交流状態

から、スネップは2000年代以降から急激にふえ始

め、2011年には162万人に上ると見られています。

本市における孤立無業者の実態を当局は把握し

ているのでしょうかお伺いいたします。 

  若年層のニートに比べ、スネップは一旦就業経

験があったり、リストラや何らかの理由で退職を

した場合が多く、配偶者もおらず、肉親以外に親

しい相手がいない中で、勤労意欲が低く、再就職

が難しい状況です。 

  このまま59歳に近づくと、孤独死やホームレス

の予備軍となり、さらに、生活保護受給による社

会福祉制度予算の逼迫など、今後、社会問題とな

ることは必須であり、スネップの就労支援などの

取り組みが必要です。本市の対策をどのように考

えているのかお伺いをいたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○鳥海隆太議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、インクルーシブ教

育についてお答えいたします。 

  初めに、本市におけるインクルーシブ教育の捉

え方、認識についてでありますが、インクルーシ

ブ教育とは、「障害者の権利に関する条約」に示

されていますように、共生社会に向けて障がいの

ある人とない人が、できるだけ同じ場で共に学ぶ

ことであります。 

  山形県の平成30年から令和４年までの５年間の

取り組みとして、「第３次山形県特別支援教育推

進プラン」が策定されました。県の特別支援教育

に対する取り組みの方向性が示されたものであ

り、現状や課題、具体的な施策がまとめてあるも
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のです。 

  基本目標として、「インクルーシブ教育システ

ム構築の考え方を踏まえて特別支援教育を充実

させる。」、「障がいの有無や個々の違いを認め、

障がいのある人もない人も共に学び共に活躍す

る社会づくりを目指す。」、「関係機関と連携し、

障がいのある子どもを就学前から社会参加まで

切れ目なく支援し、学習や生活を充実させる。」

の３つが掲げられています。 

  本市としましては、国や県の方針を受け、特別

支援教育を充実させていくことがインクルーシ

ブ教育システム構築のために重要であると考え

ております。 

  次に、本市のインクルーシブ教育の取り組みに

ついてお答えします。 

  まず、障がい児等教育支援委員会で取り組んで

いる、その教育的ニーズに最も的確に応える指導

の場、可能性を最大限に伸ばす学びの場の検討が

挙げられます。就学先の決定については、本人、

保護者との合意形成のもと行っております。 

  各学校では、当該児童生徒一人一人の教育的ニ

ーズを的確に把握し、保護者と十分に教育相談を

行い、連携して指導・支援に当たっています。 

  また、個別の指導計画、個別の教育支援計画を

作成、活用していくことを推進したり、指導に当

たる教員の研修の機会を設け、専門性の向上を図

ったりしていることも取り組んでいることの一

つです。 

  さらに、学級の中では、座席の配慮や学習内容

の調整など、個々のニーズに合わせた合理的配慮

も行っております。 

  ほかに、言語通級教室、ＬＤ／ＡＤＨＤ通級教

室を興譲小学校と北部小学校に設置し、通常の学

級で学んでいる児童生徒が、その教室に通級して

個別の指導、支援を受けられる体制の整備を進め

ています。 

  次に、学校施設の整備状況についてお答えしま

す。 

  これまでも学校施設を整備する際には、「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律」（バリアフリー新法）に基づき、施設整備を

行っており、上郷小学校と第四中学校は、校舎を

新築するに当たって、スロープや車椅子対応のエ

レベーターを設置し、校舎の内外を問わず、動線

部分の段差の解消を行っております。 

  また、第一中学校には、バリアフリー新法の施

行前でありましたけれども、スロープと車椅子対

応のエレベーターを設置して、障がいのある生徒

に対応した施設となっているほか、その他の小中

学校についても、必要に応じスロープを設置する

など、できる限りバリアフリー化を図っておりま

す。 

  今後とも、教育委員会といたしましては、（仮

称）南西中学校を初めとして、米沢市立学校適正

規模・適正配置計画に基づく統廃合による学校の

施設整備を進めていく際には、バリアフリー化は

もとより、障がいのある児童生徒について、その

障がいの状況や教育的ニーズに照らして、適切な

教育や支援を行うことができるように検討を行

ってまいりたいと考えております。 

  次に、教育体制でありますが、小学校18校、中

学校１校に適応指導補助員を配置し、特別な支援

を要する児童生徒の指導、支援を行っています。

不適応生徒に対応するため、適応指導員、教育相

談員を配置している中学校もあります。 

  校内では、特別支援コーディネーターを指名し、

相談・支援をより充実したものにできるようにし

ています。 

  また、特別な支援を必要とする児童生徒につい

ては、指導目標や指導内容などを具体的に記載し

た「個別の指導計画」や、乳幼児期から学校卒業

までを見通した教育、医療、保健、福祉、労働等

の関係機関が連携して支援するための「個別の教

育支援計画」の作成、計画的な活用を行っており

ます。両計画につきましては、保護者とも相談を

行いながら作成をしております。 
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  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私から、２、大人のひき

こもり対策についてお答えいたします。 

  初めに、本市における孤立無業者の実態を把握

しているかとの質問でございますが、孤立無業者

の中には、議員お述べのとおり、家族とある程度

つながりがあったり、買い物等で時々外出したり

する人も含まれておりますので、本人や家族にそ

の認識があって、今の生活を変えたい、誰かに相

談したいと思わない限り、周囲も気がつきにくく、

表面化しがたい状況にあります。仮に、調査員に

よる訪問調査や郵送によるアンケート調査を行

っても、実態を把握することは難しいと考えてお

ります。 

  次に、本市の対策についてお答えいたします。 

  孤立無業者の特徴として、人や社会に関心を持

てないことが挙げられております。そして、支援

を行うためには、「無業」のことよりも、先に「孤

立」から抜け出すことを考えなければならないと

言われております。そのため、なるべく外に出て、

抱えている悩みを相談できる人と場の存在が必

要となります。 

  本市では、生活保護に至らずとも、さまざまな

悩みを抱えて生活が困窮している方々の相談を

受け、自立に向けた支援の入り口となる「生活自

立支援センター」を米沢市社会福祉協議会内に設

置しております。 

  ここでは、専門の支援員が寄り添って、一人一

人の状況に合わせた支援プランをつくり、他機関

とも連携しながら解決に向けた包括的かつ継続

的な支援を行っておりますが、その支援プランの

一つに「就労準備支援事業」がございます。 

  心や体の病気であったり、生活習慣に問題があ

ったり、社会とのかかわりに不安がある、コミュ

ニケーションがうまくとれないなど、なかなか社

会になじむことができない方々を対象としてお

ります。 

  支援を行うに当たっては、支援員との信頼関係

を構築していくとともに、生活習慣の見直しやち

ょっとしたボランティア活動を通して人とのか

かわりを持つ練習などを行いながら、社会に出る

ことへの不安や阻害要因を少しずつ取り除いて

いくものであります。 

  始めればすぐに結果が出るというものではない

ため、長期にわたる支援が必要でありますが、孤

立無業者と言われている方々についても、この就

労準備支援事業につなげていきたいと考えてお

ります。 

  また、市内には、生活に困っているが、誰に相

談してよいのかわからないという方がまだ多く

いると認識しております。反面、今のままでよい、

放っておいてほしいという方もおり、現場の対応

では苦慮する部分もありますが、生活自立支援セ

ンターの存在を広く市民に知っていただくとと

もに、個々に応じた敷居の低い、より相談しやす

い窓口となるように努めてまいります。 

  あわせまして、民生委員・児童委員を初め、町

内会等との連携を深めて情報提供をいただきな

がら、みずから支援を求められない方々に対して

は、こちらから出向くなど、より柔軟な相談・支

援活動に努めるとともに、市内には「から・ころ

センター」、「Ｗｉｔｈ優」といったひきこもり

に関して知識も経験も豊富な民間団体がござい

ますので、連携してこの問題に対処してまいりた

いと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） ありがとうございまし

た。 

  では、２回目に入りますが、インクルーシブの

関係ですけれども、先ほど教育長からありました

けれども、日本の場合、障がいのあるなしという

ところでの学ぶ仕組みというふうになっている

わけですけれども、世界的に言うと、そういうこ
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とだけではなくて、さまざまなマイノリティーを

含めた全ての学習者を対象とした、そのニーズの

多様性に対応するための学校教育全般で、通常教

育の改革のプロセスとして考えなければならな

いというふうに言われています。 

  日本的なインクルーシブ教育のシステムの現状

というのは、本来の世界的な流れで言うインクル

ーシブ教育とかなり距離があって、本質的な課題

が見過ごされているんだという、これ茨城大学教

育学部の荒川教授が指摘をされているんですが、

障がい者だけではない、そしてマイノリティーの

方であるとか、さまざまな合理的配慮が必要な人

たち、子供たちというところについて御認識をお

伺いしたいというふうに思います。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 国の報告によりますと、

インクルーシブ教育というのは、人間の多様性の

尊重等の強化、精神的及び身体的な能力等を可能

な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に

参加することを可能とするとの目的のもと、皆が

ともに学ぶ仕組みであり、個人に必要な合理的配

慮が提供されることなどが必要とされていると

いうふうになっております。 

  そのことから、特別支援教育を推進していくこ

とが重要というふうにされていますけれども、こ

れは学ぶ側の多様な教育的なニーズを把握し、そ

れぞれに適切な指導、支援を行うことが重要とい

う意味だというふうに捉えております。 

  本市としましては、これまで議員がお話しのよ

うな多様な教育的ニーズの中に、さまざまなマイ

ノリティーによる教育的ニーズということにつ

いて、強くは意識はしておりませんが、そのよう

なマイノリティーの方々、例えば外国から来た児

童生徒、あるいはＬＧＢＴなどについても、イン

クルーシブ教育というふうなところの中という

よりは、その子、その子に応じた教育的なニーズ

というふうな意味合いで把握をし、適切に対応し

ているというふうに考えております。 

  今後とも一人一人の子供たちの可能性を最大限

に発揮することができるような体制づくりに努

めてまいりたいというふうに考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） さまざまな人たちがい

るという、その多様性という、先ほど話もありま

したが、そこが、一緒に学ぶということが大切な

んだろうなというふうに思います。 

  既に欧米なんかで取り組まれている教育実践な

んかを見ますと、授業の単元や教材をみんなで共

有をしながら、きょうはみんなで何を学習するの

かというところをきちっと共有をして学んでい

く、具体的な課題に取り組んでいく、さまざまな

ものが用意されているというふうに言われてい

ますし、習熟度別というのもあるようですけれど

も、さまざまな能力や背景のある子供が共同で学

び合いをしている授業が多いと言われています。

そういった考え方について、当局はどのようにお

考えでしょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 さまざまな教育的ニーズ

に応じた学習のあり方についてですけれども、本

市でもとても重要なことというふうに考えてお

りますし、各学校においては多くの取り組みを行

っているところでございます。 

  具体的に申し上げますと、例えば教室の前面に

は掲示物を張らない、そういった掲示物が目の刺

激になって集中できないというふうな子供もい

るものですから、そういったユニバーサルデザイ

ンを意識した教室環境の整備を行ったり、授業で

実物投影機などのＩＣＴ機器を積極的に活用す

ることで、視覚的に捉え、理解しやすくしたりし

ているということなどが挙げられるというふう

に思います。 

  また、さまざまな特性を持つ児童生徒がペア、

あるいは何人かのグループになって学ぶ共同学

習、あるいは時には習熟度別学習、あるいは個別

学習など、ニーズを把握した上で、その都度、そ
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の場での最適と考える学習体制での学習も行わ

れているところでございます。 

  また、与える課題の量、あるいはどのように提

示するかという提示の仕方、そして教材や教具の

工夫、あるいは学習方法などについても、当該児

童生徒にとって必要な、そして有効な変更・調整

も行っているところでございます。 

  また、通常学級で学ぶ外国から来た児童生徒に

は、日本語等指導講師を市で配置して、学習の理

解につなげられるようにするようなことも行っ

ているところでございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） さまざまな方たちが配

置をされているというのもわかりました。さまざ

まな学習のやり方をしながらやられているとい

うのも理解をしたところですが、一番は、外国と

日本で何が一番違うのかというと、先ほど出まし

たけれども、人的配置が一番違うというふうに言

われています。さまざまなアシスタントであると

か、コーディネーターであるとか、そういった

方々が教員と連携をすることでしっかりしたイ

ンクルーシブ教育が実践をされていますし、大体

１学級20人程度であると、そういったことがしや

すいということが言われているというふうにな

っています。 

  本市の１学級当たり、小規模学校だとそんなぐ

らいのクラスが多いのかなというふうに思いま

すし、米沢市でもそういったことが、今のお話か

らすると、本来のインクルーシブ教育というのが

できるのではないかなというふうに思うんです

が、その点はいかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 通常学級で学ぶ児童生徒

への人的なサポートというふうなことでござい

ますけれども、小学校や中学校へ配置している適

応指導員、あるいは教育相談員、適応指導補助員

などのことですけれども、多様な教育的ニーズに

応じた適切な指導、あるいは支援を担任とともに

行っていくためには、現在の人的配置ではまだま

だ不足の部分もあろうかというふうには思って

おります。 

  しかし、現在については、教員、あるいは支援

員に対して、県や市で行っているさまざまな研修

会への参加の呼びかけ、あるいは特別支援教育に

ついての専門性を向上させること、専門的知識を

持つ人材をふやすことで、質の高い、よりよい指

導・支援を行うことができるようにして、これま

で以上に当該児童生徒の可能性を伸ばすことに

努めているというふうなことでございます。 

  日本の場合には、基本的には40人学級と本県に

おきましてはさんさんプランというふうなこと

で、33人を基本としての学級編制にはなっており

ますけれども、なかなか諸外国のように20人くら

いの規模でというふうなことになっておりませ

んので、そういったところについては諸外国に倣

ってというようなところが難しいところでもあ

るかなというふうには思っているところでござ

います。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 質を高めてというお話

もございました。実際問題として、人を配置する

ということは、それだけの予算が要るというとこ

ろだというふうに思うんです。そうしますと、市

の持ち出しだけではなかなか大変ですし、じゃあ

県でというと、それも大変だ。やはりそれは国に

対してきちんとそういった話をしていくべきだ

というふうに思いますし、本来のインクルーシブ

教育、本当に多様性のある子供たちが学べる教育

にしていくためにも、そういった部分が必要だろ

うというふうに思います。 

  実際、先ほど特別支援学級にという話がありま

したけれども、そこと分けること自体がインクル

ーシブじゃないんだよというアメリカなんかの

定義があるようですので、そういった部分も国へ

の要望とか含めて、そういった認識はいかがでし

ょうか。 
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○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 議員がお話しのように、

国が今現在掲げているインクルーシブ教育とい

うふうなことと、紹介いただいた諸外国で取り組

んでいるインクルーシブ教育ということには、同

じということでは今ないというふうには捉えて

おります。 

  そして、その諸外国と日本の違いは、例えば先

ほどもお話しさせていただいたように、教職員定

数であったり、１学級の人数であったりなど、そ

れぞれの国々のこれまでの教育制度の違いから

生じるものであろうというふうに考えていると

ころであります。 

  共生社会の実現に向けて、それぞれの国が自国

の教育制度に合わせた最良と思われる方法で、今

現在取り組んでいるのではないかというふうに

は捉えているところでございます。 

  このように、国によって捉えの違いは生じてお

りますけれども、学校教育を考えたときに、一番

重要視するべき一人一人の子供の可能性を最大

限に発揮させることのできる教育の仕組みを目

指したものであるということは共通であろうと

いうふうには捉えているところでございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 諸外国の例なので、な

かなか日本の国情に合わない部分もあって、それ

を米沢市にやれというのは非常に心苦しいとこ

ろはあるんですけれども、実際、でも、学ぶのは

子供たちなわけで、特に日本の場合、合理的配慮

という言葉の中で言われているんですが、ある専

門家の話だと、合理的配慮ということではなくて、

便宜的にというか、子供のニーズに便宜的に合わ

せていくんだという、そういった言い方がされて

います。子供たちが一緒に学ぶことができるよう

に、そういった可能にするために便宜を図るんだ

と、そういった意味合いで使うべきだというふう

に言われています。 

  その点についてはどうなのかと、あと、この合

理的配慮という名のもとで、普通学級ではなくて、

当局側の合理的配慮と言ったらいいんでしょう

か、特別支援学級に行きなさいよと、そういった

ことはないのかなと。子供たちがともに学ぶため

に必要な合理的配慮という意味合いが、逆な意味

でとられてしまっている、そういった例というの

は、ほかで起きているというふうにも聞いていま

すし、本市の場合、どのようになっているのかな

と、その点についてはいかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 合理的配慮というふうな

ことですけれども、議員お話しのとおり、その子

供のニーズに合わせたさまざまな変更や調整の

ことというふうなことと考えておりますし、他の

子供たちと一緒に学ぶことを含めた、その子供の

可能性を最大限に発達させるためのものである

というふうなことでありますので、その変更・調

整というところで、その子に合わせた変更・調整

ということが便宜という形に捉えることができ

るのかなというふうに思っているところでござ

います。 

  ２点目の合理的配慮ということが、誰に対して

の合理的配慮なのかということでありますけれ

ども、やはり当然のことながら、学ぶ側、つまり

子供たちにとっての合理的配慮ということであ

りますので、その合理的配慮という名のもとに、

だから、特別支援学級への在籍というふうには本

市としては認識をしていないところでございま

す。 

  そうではありますけれども、先ほども申し上げ

たように、１学級の規模などを考えますと、全て

のことがその通常学級で支援として行われるか

どうかということについては、なかなか難しい面

も時折生じるということもありますので、そうい

ったところについては、保護者の方との合意形成

を図っているというふうなことでございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） ぜひ当局側の合理的配
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慮で特別支援という、そういったことのないよう

に、なぜこんなことを言うかというと、ほかのと

ころでそういった事例が起きているという報告

があります。 

  ある校長先生が、合理的配慮ということで、こ

の子はこっちだという話があったとかという、そ

ういう事例もありますから、ぜひ本市の場合はき

ちんとした対応をしていただきたいなというふ

うに思います。 

  そして、もう一点、先ほど答弁の中でずっと相

談というお話がございました。子供たちが最初に

行く場合、就学相談があるわけですけれども、そ

の中で、やはり文科省の中では合意の上で行うこ

とになっていますけれども、しかしながら、合意

がなくても教育委員会の判定でそっちに行って

しまう、優先されているというような実態もある

というふうなお話も聞いていますし、とりわけグ

レーゾーンでどっちに行ったらいいんだろうと

迷っている保護者の皆さん、子供たち、そういっ

た方の相談というのはきちんと、どちらかという

と相談者に寄り添った相談のあり方というか、そ

ういったことをしていくべきだというふうに思

うんですけれども、本市の考えはいかがでしょう

か。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 就学というふうなところ

になりますけれども、障がいをお持ちの子供さん

などの就学先の決定については、医学、教育、福

祉等、さまざまな分野の方々から組織される教育

支援委員会において、その子の状況に合った就学

の場の判断をまずいただいているところでござ

います。その判断をもとに保護者の方に判断の結

果を丁寧に説明させていただき、合意形成できる

ように就学相談を進めているところでございま

す。 

  なかなか合意形成に至らないという場合もござ

いますので、その場合には、回数を重ねながら丁

寧に相談をさせていただくなどの対応をとり、そ

の中で、保護者の方の最終的な御意向を確認させ

ていただいているところでございます。 

  また、就学先の決定は、最終的には教育委員会

で決定というふうな形に法令上なっているわけ

ですけれども、決定の際には本人、あるいは保護

者の方の御意向を考慮した就学先の決定になる

ようにしておるところでございます。 

  平成25年９月に学校教育法施行令の一部改正に

よって、保護者等の意向を最大限に尊重するとい

うことが出されたわけですけれども、本市におい

ては、それ以前から保護者の方々の御意見を最大

限に尊重するような決定をさせていただいてい

るところでございます。 

  就学先の決定については、このように進めてお

り、就学相談が、議員お話しの保護者と子供が自

分たちの希望と専門家の助言を判断した上で、保

護者が最終方針を示すことのできる場になるよ

うに、今までも行っておりますし、今後もそのよ

うになるように努めてまいりたいというふうに

考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） ぜひ迷っている保護者

に寄り添う相談をお願いしたいなというふうに

思いますし、子供たちが本当にいい環境でできる

ような、そういったところで教育を受けられる、

そういった状況にしていただきたいなというふ

うに思います。 

  これ要望なんですけれども、米沢市立学校適正

規模・適正配置等基本計画の中で、興譲小学校を

通常学級に加えて特別支援教育の中心校にする

と書かれています。ぜひ興譲小学校において、本

来のインクルーシブ教育というのが実践できる

ような、そういった実践校といいますか、そうい

った学校にしていただきたいなということを要

望して、次に移りたいと思います。 

  スネップの部分ですが、なかなか把握しづらい

んだよという、多分こういった答弁が来るんだろ

うなというふうに思っておりましたが、そういっ
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た中で、こういった方がわかった場合の、先ほど

社会福祉協議会に委託している生活自立支援セ

ンターで対応していくんだということだったん

ですが、こういった方の場合、いわゆる一人一人

のケースワーカーが必要だというふうに思うん

ですけれども、そのことをどう実践されているん

でしょうか。何か生活自立支援センターお任せで

ちょっと中身がよくわからないので、ぜひお願い

いたします。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 先ほど答弁申し上げまし

た生活自立支援センターにおいては、利用者の方

の同意を得ながら、一人一人に合った自立までの

支援プログラムを作成して、その進捗に合わせた、

寄り添った形での支援というものを進めている

わけであります。 

  孤立無業者と言われる方々についても、同様の

やり方が望ましいというふうに考えております

けれども、支援者との信頼関係を築いて、少しず

つ不安を取り除いた形で生活習慣を変えるとい

うところから始めるということになると思いま

すので、なかなか全ての方々にそういったケース

ワーク的なものという形で行き届くのは難しい

と思いますけれども、知り得る限りというか、そ

ういった窓口に相談があった方については、そん

な形で臨んでいきたいというふうに考えている

ところであります。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） このことは、昨日、遠

藤議員の質問で、ひきこもりの部分ございました。

答弁の中で、さまざまな場所で相談を行っている

んだというお話もあったというふうに思います

けれども、きちんとした包括的な、総括的な窓口

がなければ、なかなか対応できないのかなと。そ

の場、その場での対応というのはまず難しい話で

すし、先ほどの答弁でもあったと思うんですが、

専門的な知識も必要だというふうに思うんです

けれども、その点、当局はどのようにお考えです

か。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 国のほうで提唱していま

す皆で支え合う地域共生社会の実現といったも

のを目指すことにおいては、相談というか、そう

いったものを丸ごと受けとめるといった形を目

指しているわけでございますので、議員お述べの

ような複雑な悩みを抱える人の相談をしっかり

と受けとめて、問題を整理して解決に導くような、

そういった包括的な相談窓口が求められている

ところであります。 

  今まで何回かお話し申し上げたように、現在の

相談窓口については、それぞれの課で受けた相談

事について、連携して取り組んでいくといった現

在の形から考えますと、それはまだまだ課題であ

るというふうに考えております。今後、関係部署

でさまざま検討した上で対応していきたいとい

うふうに考えているところであります。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） ひきこもりも孤立無業

者についても、ニートについても、その原因とい

うか、問題点はさまざまなことがあるというふう

に思いますし、単に大ざっぱに、投網的にかけて、

これで解決するんだというものではなくて、先ほ

ども言いましたけれども、一人一人のケースワー

クというのが必要だというふうに私は思います。

一人一人のその進むべき道、段階的な支援なりと、

そういったものが必要だというふうに思います。 

  そういった意味で、専門家がきちんとした対応

をすべきだというふうに思っていますし、そうい

った専門家をきちんと配置するということが必

要だと思うんですが、その点はどうお考えでしょ

うか。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 議員おっしゃるように、

抱えている問題というのは、１つじゃなくて、複

雑に絡み合っている、自分ではどうしていいのか

解決もわからないといった場合が多いというふ
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うに思います。 

  また、御本人とお話ししている中で、自分が気

がつかなかったようなことも気がつくといった

こともあろうかと思います。こういったさまざま

な問題を整理して、適切な専門機関のほうにつな

げたり、複数の専門機関のほうにコーディネート

するといった、そういった専門的な手腕というか、

そういったものは当然のことながら、必要とされ

るものだというふうに考えているところであり

ます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 先ほど民生委員の話も

ございましたが、やっぱりそこはきちんと連携す

べきだというふうに思いますし、なかなか福祉行

政と民生委員とのかかわり、連携というのが、い

ろいろ前にも話がありましたけれども、しっかり

していない部分があるのではないかなというふ

うに思いますし、この孤立無業者というこの人た

ちというのは、ある意味社会ともつながっていた

り、親がいたりしてなかなかわかりづらい、だか

らこそ、当局ではどれだけいるのかわからない。

でも、多分米沢市の中にもいらっしゃるんだろう

なというふうに思うんです。そういったところで、

民生委員とのかかわり、それはどのようにお考え

でしょうか。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 民生委員につきましては、

御自分のお住まいになっている地域で活動なさ

っているわけですので、身近な相談相手という役

目を担っていただいております。そういったこと

からも、現在、地域で見聞きした、そういった課

題とか、悩みについて民生委員のほうから御相談

をさまざまな部署で連携していただいていると

ころでありますが、先ほど申し上げしたような、

包括的な相談窓口といったもので対応できるよ

うになれば、民生委員にとってもさらに深く連携

がとれるものだというふうに感じているところ

であります。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 壇上でも申し上げまし

たけれども、こういった方々をそのまま放ってお

くと、将来的には、結局は生活保護であったりと

いうところにいかざるを得ない。年金も掛けてい

ないわけですから。そういった意味で、いち早く

そういった状況を脱していただくということが

大切だというふうに思いますし、なかなか親も自

分の子供がそういう状態だというふうに気づか

ない部分がたくさんあると思います。 

  ぜひきちんとしたＰＲといいますか、先ほど出

ていましたけれども、生活自立支援センターだけ

ではなくて、やっぱりいわゆる社会福祉全体で取

り組んでいかなければならない課題だというふ

うに思います。そういった意味で、生活自立支援

センターの充実といいますか、そこに全部入れて

いいのかなというふうにも思います。そういった

意味で、総括的な支援センターというものが必要

なんではないかなというふうに思っていますし、

その中で対応ができる、そういった組織をつくる

べきなのではないかと思うんですが、最後に、そ

の点いかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 現在、先ほどから申し上

げております生活自立支援センターにつきまし

ては、困った方々についてセンターに導いてもら

えるように、さまざまな方法をとって周知を図っ

ているところであります。 

  議員今申されたように、包括的な支援センター

という形で組み込むべきではないかといったこ

とについては、現在、市役所の中には、やはり各

部署でエキスパートという形で御相談に応じる

というものをとっております。包括的な窓口とし

てセットすることは課題だというふうに先ほど

申し上げたわけですので、そちらと、今現在ある

窓口として各課に散らばっているものについて

の連携はきちんととっていきたいというふうに

考えております。 
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○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 生活自立支援センター、

本来は低所得者のための部分だったというふう

に記憶をしております。ぜひ今さまざまな、今回、

お伺いしました孤立無業者にしても、ニートにし

ても、ひきこもりにしても、そういった方々をい

かに社会復帰をさせていくか、していただくか、

そのための手だてをとるための、やはり包括的な

システムといいますか、そういったものをつくる

べきだということを申し上げまして、私からの質

問を終わります。 

○鳥海隆太議長 以上で１番小久保広信議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時０８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時までに終了しない

場合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○鳥海隆太議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議が定刻の午後４時まで終了

しない場合、会議時間を日程終了まで延長するこ

とに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、地域循環型農業の現状と将来性について

外３点、２番影澤政夫議員。 

  〔２番影澤政夫議員登壇〕（拍手） 

○２番（影澤政夫議員） 本日５番目、最後を飾れ

るかどうかは別にいたしまして、私最後の質問者

ということになりました。先ほど小久保議員から

もあったように、折り返し地点を折り返したとい

うことで、後日の日程につきまして遺漏ないよう

に、議会、私ともども進めてまいりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

  まずもって、本日も多数の市民の皆様、傍聴席

に駆けつけていただきました。時間も遅い時間で

あるにもかかわらず、このようにたくさんの方々

においでいただきましたこと、まことにありがと

うございます。 

  例によりまして、私の質問内容につきましては、

非常に長い時間がかかりますので、どうぞくつろ

ぎながらお楽しみというわけにはまいりません

が、お聞きいただければというふうに思います。 

  では、早速質問に入らせていただきます。 

  地域循環型農業の現状と将来性と題してござい

ます。 

  まず、本市において平成27年に策定された「米

沢市農業振興計画」、本計画は、平成36年までの

10年間にわたり本市の農政の指針として対応さ

れたものだと認識しております。 

  策定から来年度でちょうど中間年に当たること

から、施策の効果、また課題等について、この時

期を捉え一定の精査を行った上で、さらに計画の

実効性を高めていくべきと考えます。本市として、

中間総括的な調査、総括等による変更、強化策等

対処のお考えがあるのか、まずお尋ねしたいと存

じます。 

  米沢市農業振興計画策定に当たって、基本にし

ていた特に重要なこととされているものがござ

います。それは、１つには、多様な担い手の安定

的な育成と確保、２つ目に、地域の特性を生かし

た産地づくり、３つ目として、流通・販売対策と

農山村地域の活性化、４つ目に、農地の保全と中

山間地域の農業振興の４点であります。 

  いずれも大切な観点と存じますが、甚だ恐縮で

はありますけれども、私的に特に大切だと感じま

したことは、多様な担い手の安定的な育成と農地

の保全、この２点の融合こそ、他の２点を包括的

に支える柱だと考えます。この２点をどのように
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バランスよく、誰が音頭をとって将来につなげて

いくのかが、今後最も大きな課題ではないかとも

考えてございます。 

  その点で、最も期待するのが本市、農林課、農

業委員会等、関連母体はもとより、行政窓口全体

が一体となって総合的にバックアップしようと

する姿勢だと強く確信しております。その上に立

っての質問になります。 

  特に、多様な担い手とは、個人はもとより、法

人に至るものであり、本市に住む若者が今後、希

望を持ち、楽しく、かつやりがいの持てる農業に

取り組むために、率先して行動する方々、あるい

は法人だと思います。その方々を本市として広く

後援し、積極的に指導、支援していくことが総合

的な発展、振興につながるものだと考えますがい

かがでしょう。 

  その中で、その施策の中には、機械等の導入支

援、飼料用米の給与拡大等、施策の中に掲げられ

ておりますが、まず直近の課題、効果的と判断し

得る支援策などについて、本市としてのお考えと

現状をお聞きしたいと存じます。 

  あくまでも制約、規制の強化といったものでは

なく、総合的な観点での育成相談窓口的な認識を

持っていただきたく、少し具体的、個別案件につ

いて質問をさせていただきます。 

  循環型農業及び飼料用作物の振興についてお伺

いいたします。 

  この種農業政策について、全国的に見ても、法

人がその採算規模からして先頭を切って対応さ

れ、話題となっていることは御存じのとおりであ

ります。 

  輸入飼料の高騰、価格変動に左右されない国内

自給飼料への期待、連作障害防止展開策などの飼

料用転作物の生産振興に大いに寄与し、主に酪農

を基幹とした業容をフルに活用され、堆肥生産に

も貢献されています。 

  本市農業振興計画内でも、地域循環型農業を強

く意識し、堆肥有効活用制度の構築を提唱してお

ります。その中で、１つには、耕種農家とのマッ

チング活動、２つ目には、共同の堆肥有効活用施

設の建設を目指し、情報収集や農業者に提案を行

うとしております。 

  そこでお伺いいたします。 

  本市において、当初計画では、自給飼料生産面

積を本年度の場合300ヘクタール、内訳は、牧草

が210ヘクタール、デントコーンが10ヘクタール、

飼料用米80ヘクタールとしていますが、休耕地及

び耕作放棄地、直近までの稲作地がこの種飼料用

転作作物にどの程度活用転嫁されているのか、そ

の面積なども含めて具体的にどの程度把握して

いらっしゃるか。また、その波及効果、あるいは

改善すべき点などの現状認識も含めて本市の見

解をお伺いいたします。 

  また、耕種農家とのマッチングは十分に行われ

ているのか。堆肥有効活用施設の建設計画の部分

についても、どのような状態になっているのかお

聞かせいただきたいと存じます。 

  この項目の終わりに、法人が事業として展開す

る場合、当然ながら作業効率、生産性向上を主眼

に置き、耕地を大きく拡大、展開することは当た

り前です。加えて、加工地までの輸送手段も大が

かりなものになることも想定されます。 

  そこで、大規模になればなるほど必要なのは地

権者、その地権者はもとより地域近隣住民の理解

と協力が欠かせないものと考えますがいかがで

しょう。 

  この種産業振興をより確固たるものにしていく

ために、従来、本市として主導してきた農業振興

計画に伴う施策に照らし、今後の対応についての

可否判断及び新たなルールの必要性等について

どうお考えかお伺いしたいと存じます。 

  続いての質問に移ります。 

  里山の保全と野生動物の対処ということでの大

項目でございます。 

  ８月26日の地元新聞１面トップ記事に、「囲い

わなとスマホ連動」とあり、米沢鳥獣対策連絡協
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議会で実証実験を開始したとの報道がなされま

した。 

  今回は、イノシシの捕獲に焦点が当てられた報

道でございましたが、全国的に見ると、ニホンザ

ルに対しても対応可能で、非常に有効なようです。

同時に、紙面にあったのは、大平地区において、

８戸の農業生産者の呼びかけにより、８月25日に

は、約10名の方々が共同で広域電気柵を設置して

いる様子が写真入りで紹介されてございました。 

  本市の鳥獣被害防止に向けた中・長期計画にお

いては、対策は、治安維持に近く、長期に安定的

に効果を維持できる体制・手法の確立が必要とし、

被害防止計画第４期として、来年度までその評価

をするとのことでしたが、なかなか評価に生かす

べき実績値の進捗、減少が得られないのが現状の

ようでございます。 

  そこでお伺いいたします。 

  本市としてどの程度の対策をここまで行ってき

たか。また、被害はどの程度発生しているのか。

加えて、被害に遭われている住民からどのような

要望が寄せられているのかなど、現段階までの状

況をお聞かせください。 

  同時に、策定されている中・長期計画について、

引き続き2024年までの期間の中で、新たな、先ほ

ど報道の紹介しました新聞記事にあるような、大

型の囲いわななどの設置箇所を拡大し、猿の一群

捕獲等も具体的に視野に入れて実行するのかも

あわせてお聞かせください。 

  さて、その中期計画の中で、本市は、2024年度

まで被害金額、面積等を半減させるための目標値

設定に当たって、１つには、住民を主役とした地

域ぐるみの対策体制の構築、２つには、行政、地

域の役割を明確にした上での連携強化、３つには、

人間と鳥獣の生活空間の明確化の３点を柱とし

て対応する旨記載されてございます。 

  このことについて考えるとき、被害発生地域の

みの対応に重きが置かれ、本市全体として取り組

むべき課題としての位置づけが少し薄い感じが

いたします。 

  何が言いたいかと申しますと、例えば猿が、農

家が収穫したばかりのキャベツを両脇に抱え、か

つ足で蹴って合計３個のキャベツをとって逃げ

ていくさま、それを皆さんどうごらんになるかで

す。さて、どう思われますか。 

  もちろん、実際に被害に遭っている農家の方は、

耕作意欲をなくすほどの落胆と、猿に憎しみを強

くすることでしょう。一方、その姿すらなかなか

見ることのできない町なかの方々の多くの市民

の皆さんは、健気でかわいらしい、そんなふうに

思われる方も少なくないと思うのです。 

  このギャップをどのように埋め、広く本市とし

て、全体としての行政課題として対策を考えてい

くのか、そのことが大切だと思うわけであります。 

  以前は、猿に限らず、山深く生息していた野生

動物。山際の防波堤とも言える里山と、それを維

持する人々の営みによって、その機能を十分発揮

し、侵入を防いできました。 

  当然にして今は、ライフスタイルも大きく変わ

り、かつ後継者不足などさまざまな理由でその機

能を失いつつあり、大好きなやぶ、野生動物の憩

いの場、鬱蒼としたやぶ、それを農地、住居のす

ぐ脇に提供するに至っているのであります。 

  まさに、その機能低下が現状の結果をつくって

いる、私はそう考えます。これ以上機能が低下す

れば、市街地への侵入も時間の問題となってしま

います。現状行われている対策について、決して

否定するものではございません。 

  しかし、本市としてもっと抜本的に里山の保全

を意識し、対策すべきであると考えますが、本市

としてのお考えをお聞きします。 

  そこで、バッファーゾーンの構築こそ有効では

ないかと私は考えるのであります。ポイントは、

事後の維持管理も含めて、行政が主導する形態を

模索することだと考えてございます。 

  少なくとも山際から50メートルの緩衝地帯を帯

状に設けるとすれば、その規模からしても大規模



- 131 - 

で、お金もかかります。草も生えれば維持も大変

です。 

  であれば、そこを酪農のための採草地、または

放牧場に賃貸するとか、あるいは遊歩道を形成し、

市民の健康づくり、憩いの場とするといった複合

的な施設に活用していけば、一石二鳥の効果が期

待できると考えますが、本市としてこの種バッフ

ァーゾーンの整備についてどのようにお考えか

見識をお伺いしたいと存じます。 

  勝手ながら、一定の候補地について、私は笹野

山、皆さん御存じの斜平山でございます。東面裾

野南北、水窪ダム西幹線用水路に沿ってこの種モ

デル地区として整備、開発してはどうかと考えて

おります。 

  ふるさとの山、斜平山、旧愛宕小学校を中心と

した「ようざん桜の杜事業」、また各種団体が整

備しているそれぞれのトレッキング道など、多く

の既存資産と有機的にリンクさせた遊歩道を整

備し、開発、作道に当たっては、測量や工事を行

う中から、地すべり対策等治山施策についても大

いに活用できるのではないかと考えます。 

  開発に当たっては、主に水路山側との認識で、

必要な伐採も含め、多くの地権者、市民の方々の

御協力なしには到底対応できるものではござい

ません。 

  しかし、私はそこで猿の数より多くの市民が集

い、遊歩道を歩く姿や、さらに多くの観光客も招

致する中から、一大スポットを形成できる、そん

な将来像が必ずできると確信するものです。本市

としてのお考えをお伺いいたします。 

  続きましての質問になります。 

  斎場の建てかえについてでございます。 

  今さら申すまでもありませんが、火葬場は、個

人と遺族がともに過ごす最後の空間であります。

そこには亡くなった方の尊厳をとうとび、その人

生をしのび、敬虔の情を持ってお別れする場所で

あると存じます。 

  また、常日ごろにおいて、人間の死に対して火

葬にかかわる全ての関係者は、遺族の気持ちをお

もんぱかり、誠心誠意遺族に尽くしていただいて

いると思います。 

  とかく死という概念や火葬場という施設、隠さ

れた存在として扱われがちですが、市民の誰しも

が一度は利用する施設であり、衛生環境を保持す

る観点からしても非常に公共性の高い施設であ

ります。 

  今般、本市斎場待合室棟の耐震補強について、

既に設計され施工を予定するに至っております

が、いずれにしても建設から半世紀近く経過して

いるわけですから、この際、斎場棟も含めて全面

的に建て直しを検討すべきでないかと考えます

が、本市としての見解をお聞きしたいと存じます。 

  また、その新築の期限も含め、早急にそれに伴

う検討委員会を立ち上げ、ここ５年以内に対応さ

れるべきと考えますが、いかがでございましょう

か。 

  検討委員会でなすべきことは、財政、運営につ

いてはもちろんですが、特に私は次の３点の視点

が大切と考えております。 

  まず１点目、市民サービスに関すること。これ

は当然にして施設整備を含むことですけれども、

現状賛否は別として、例えば待ち時間の短縮、快

適性の向上、バリアフリー化などが考えられます。

この場合、単に効率化だけの検討にとどまらず、

個別の収骨室の整備など、あくまでも故人と遺族

の時間を大切にする視点を忘れてはいけないと

考えます。 

  ２番目として、事業を日常的に支える、故人と

遺族がともに過ごす最後の場にふさわしい係員

の接遇、言葉遣い、身だしなみに至るソフト面。

火葬技術に関することで言えば、その設備、その

ハード面。本市斎場の現状は、スタンダードレベ

ル向上に常に心がけておられますが、これは本市

の斎場施設運営に関して、これまでの技術伝承が

しっかりと行われ、委託先職員皆様の高い意識と

技術に支えられてきたものと考えます。その意識、
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技術の伝承を的確に将来につなげるための行政

としての役割分担を明確にしていくことも大切

なことだと考えます。 

  その上で、３点目、市民ニーズの把握と伝統・

文化習慣について活発な御議論をいただかなけ

ればなりません。社会の変化、伴う価値観が多様

化する現代社会にあって、葬儀に対するさまざま

なニーズの把握、また、その形態も多様化してき

ている中で、斎場の役割も変化すべきところがあ

るのか、あるいはつけ加えなければならない機能

と必要性の有無。そして、同じように大切にしな

ければならないことは、本市、置賜地方の伝統・

文化習慣について、寺社・宗教関係者、専門家の

御意見も広く反映すべきだと考えます。 

  以上３点とあわせ、本市として検討委員会を設

置し、協議を開始するお考えがあるのかどうかお

聞きいたします。 

  壇上での最後の質問になります。 

  冬期間の行き届いた除雪対策についてでござい

ます。 

  この事案につきましては、昨年５月に本市とし

て雪対策総合計画を策定し、その計画内に地域共

助による除雪対策の整備が挙げられておりまし

た。 

  また、それを受けて、昨年の９月定例会、12月

定例会の２回にわたって髙橋英夫議員からその

団体の範囲、地域ニーズ、事業形態のイメージな

ど、具体的に本市の考え方を質問されてございま

した。 

  当局の御答弁につきましては、評価できる内容

ではありましたが、まだその時点では、特に市内

のボランティア団体とか、ＮＰＯ以外で、本市で

個々に行われている部分は、地域事情からしても

存在はあるとの認識はあっても、明確に把握でき

ていないとの回答でございました。 

  そこで、まず昨年度については具体的にどのよ

うな運用が行われ、実際にどの程度補助などの実

績があったのかお聞きしたいと存じます。 

  また、具体的なモデル事業地区を選定するに当

たって、各コミセンなどに出向く中から御理解い

ただくよう、広く周知していくこととしておられ

たようです。 

  今期から具体的に実施する旨、御答弁がござい

ましたが、既に冬も近づいている中で、具体的な

地域組織、団体、または個人などは既に選定され

ているのかもあわせてお聞かせください。 

  本市においては、地区、町内隣組単位でも「克

雪」に対して昔から共助してきていることは、皆

さん御承知のとおりであります。最近では、高齢

化も相まって除雪中の作業事故が毎年問題にな

ります。 

  大抵の場合は、お一人で作業中での事故が多い

ようです。落雪や屋根からの滑落、先シーズンで

は除雪中に別の大型除雪車に巻き込まれてお亡

くなりになるという痛ましい事故も発生してお

ります。 

  路線の維持については、主に委託された指定業

者の皆さんが入念に対応されております。今後も

従来にも倍加し、確保に努めていただくことは十

分予算措置も含め、本市として取り組み対応、工

夫が発展していかなければなりません。 

  それに加えた共助の目的は、玄関から道路まで

の除雪など、日々の生活に直結する部分、少なく

とも大量に出入り口に堆積した雪の排除は、日常

生活を送る上で必須です。 

  本施策は、地域事情や高齢化等、今日的状況に

対応するためのものとの認識を私は持ちますが、

本市としての認識を再度確認させていただきた

いと存じます。 

  その上で、行き渡る周知が大切であり、さまざ

まな共助形態に対し、きめ細かに対応すべきと強

く思います。例えば、町内でホイルローダーをお

持ちの個人が、ひとり暮らしの御老人宅の前を除

雪したり、小型除雪機でついでにお隣の分まで除

雪したり、持ちつ持たれつこそが雪国の日常であ

ります。その相互扶助精神こそ大切であり、概し
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て補助金等に由来するものでは本来ありません。 

  しかし、本市として取り組む以上、例えば傷害

保険分でありますとか、車両費、燃料費等の補助

給付を適正に行うことによって、大いに共助は発

展していくものとの判断に立ちます。 

  そこで質問です。 

  本案は、団体、個人の別なく、また組織化され

た団体にこだわらず、前例のような隣組、個人に

も補助対象としているものか。対象にしている場

合、今までどのような周知がなされ、またどのよ

うな手続が必要なのか。そして、今季そういった

方のお申し出があったかどうかお伺いいたしま

す。 

  私としては、個人、団体の別なく、共助のあり

ようを維持、継続するための一ツールとしてこの

種施策を考えてございます。どうしてもその過程

において、育成過程において必要とあれば、各町

内に整備されつつある自主防災組織に委ねるこ

とも一案ではないかと考えます。 

  雪も通常対処できないほどであれば、災害とな

るわけですから、常日ごろの除雪共助も立派な減

災に資するものと考えます。本市のお考えをお聞

かせください。 

  以上をもちまして、壇上からの質問を終了いた

します。御清聴ありがとうございました。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の地域循環型

農業の現状と将来性について及び２番の里山保

全と有害鳥獣対策についてお答えいたします。 

  初めに、１の（１）飼料用転作作物の具体的な

耕作面積はどうなっているのかについてお答え

いたします。 

  地域循環型農業の推進も含む本市農業振興計画

につきましては、今年度で策定から５年目を迎え、

来年度から後期の５年間が始まることから、現在、

当初策定した前期アクションプランに掲げた振

興施策の進捗状況や成果等について精査・検証を

しております。 

  基本的な振興方針に変更はないと考えておりま

すが、具体的な施策については、必要に応じて修

正や強化を図り、後半５年間の施策を実施してい

きたいと考えております。 

  本市の農業振興計画にも掲げておりますが、稲

作等を行う耕種農家と畜産農家の連携、いわゆる

耕畜連携による循環型農業の推進及び飼料作物

の生産振興につながる取り組みとして、法人経営

の酪農家を中心とする事業主体が、国庫補助事業

である畜産クラスター事業を活用し、この事業に

より、法人である酪農経営体は規模拡大を図り、

東北トップクラスの搾乳量を誇る農場となりま

した。 

  この畜産クラスター事業は、実施主体は、法人

経営の当該酪農家を含む関係者で組織する米沢

畜産クラスター協議会であります。米沢畜産クラ

スター協議会には、家畜に与える飼料を生産する

飼料生産組合、いわゆる耕種農家で構成している

生産組合も構成員として入っており、酪農経営に

おける生産コストの低減と飼料の自給率を高め

ること、また、飼料であるデントコーンや稲を利

用したホールクロップサイレージを生産する飼

料生産組合員の所得向上を図るため、転作作物と

しての飼料作物の作付についても、飼料生産組合

を中心として拡大が図られており、耕種農家との

マッチングも円滑に行われております。 

  市全体の飼料作物の作付面積は、平成30年度実

績で286ヘクタールとなっており、前年の平成29

年度実績258ヘクタールと比較しますと28ヘクタ

ールの増加となっております。 

  また、平成29年度に主食用米を作付していた水

田から、平成30年度に飼料作物作付へと変更とな

った面積は22ヘクタールであり、平成29年度まで

に作物等が何も作付されていなかった水田、いわ

ゆる耕作放棄地に飼料作物が作付された面積は

11.9ヘクタールとなっております。飼料作物の作

付により、中山間地等の耕作放棄地の解消にもつ
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ながっているところです。 

  本市としても、地域循環型農業を推進していく

ため、国の制度を活用し、飼料作物の作付に対し

ては、水田活用の直接支払交付金の戦略作物助成

として、10アール当たり３万5,000円の交付や、

稲作農家と畜産農家との連携に対し、耕畜連携助

成として、10アール当たり9,900円の交付により

支援を行っております。 

  なお、堆肥有効活用施設の建設については、平

成29年度に米沢畜産クラスター協議会が実施し

た事業により、堆肥処理施設も整備して良質な堆

肥の生産に努められており、飼料作物作付地へ還

元されております。 

  次に、（２）の一定のルールづくりの必要性に

ついて考えはあるのかについてお答えいたしま

す。 

  飼料作物の作付が急速に拡大されてきているこ

とについて、一部の農業者から不安視する声をお

聞きしております。具体的には、適正な除草対策

や防除を行わない場合に、他の作物への害虫被害

が懸念されることや、山際におけるデントコーン

作付地が熊やイノシシのすみかになっているの

ではないかという鳥獣被害への懸念などです。 

  そのため、先日、飼料生産組合の方々と本市農

林課及び農業委員会事務局の職員が意見交換を

行う機会を設け、状況を把握するとともに、デン

トコーンを作付している農地内での害虫、具体的

にはカメムシでありますが、その生息密度の調査

を行ったところです。 

  県の置賜総合支庁農業技術普及課の指摘では、

デントコーン自体にはカメムシは寄りつかない

ものの、除草対策が適正に行われず、雑草が繁茂

した場合、その雑草にカメムシが生息してしまう

ということであり、昨年からデントコーンの播種

直後から出芽前の除草剤散布を基本とすること、

また、大規模作付の場合は、５葉期までに除草剤

を散布すること、そして、除草剤の効果が薄い場

合は、水稲の成育に合わせてデントコーンの圃場

に殺虫剤及び除草剤を散布するよう、除草等の適

正管理の徹底を指導しているところです。 

  調査の結果、適正に管理されたデントコーンの

作付地では、カメムシの生息は極めて少ない状況

にありました。カメムシについては、デントコー

ンに限らず、水稲を含む他の作物でも、除草等の

管理が行き届いていなければカメムシの生息密

度を高めることになりますので、誤解や不安を招

かないよう、今後、市としても管理の徹底や飼料

生産組合と稲作農家との情報の共有など、相互理

解が深まるような対応が必要であると考えてお

ります。 

  また、熊などのすみかになり、人里への出没が

懸念される山際のデントコーンの作付地では、収

穫時期を極力おくらせることや、山間部では、熊

の出現を回避するため、デントコーンではなく、

牧草を作付するなどの対応も行っていただいて

おります。 

  そして、耕作放棄地へのデントコーンの作付で

は、これまでの雑草を除去しなければならないこ

とや、作業効率の面から一部の畦畔を取り除くた

め、重機を入れての作業となっておりますので、

大がかりな作業の場合には、チラシなどにより近

隣住民への周知などの対応も検討すべきである

と考えております。 

  さらに、農地の貸し借りや売買等については、

当事者間での話し合いにより成立するため、行政

が介入したり、作付を制限することはできません

が、これまでも関係者間での話し合いにより、飼

料作物の作付地を集団化し、水稲作付地との混在

を防ぐ対応をしていただいた事例もありますの

で、必要に応じ、そのような対応を働きかけてい

くことが大切であると考えております。 

  今後も、飼料作物の作付は拡大することが予想

されますので、生産を担う飼料生産組合と地域内

の他の稲作経営者、そして飼料作物を利用する畜

産経営者がお互い必要な情報を共有し、所得向上

につながり、地域に理解される地域循環型農業が
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発展するためにはどのような対応が必要か、市と

しても検討してまいります。 

  次に、２の里山保全と有害鳥獣対策についてお

答えいたします。 

  初めに、本市が行ってきた有害鳥獣、特に猿の

対策についてですが、被害が発生した当初は、威

嚇音や電動の鉄砲による追い払いと捕獲という

対策でしたが、その後、電気柵の導入、猿への発

信器の装着による行動範囲の把握、威嚇用花火に

よる追い払い、モンキードッグによる追い上げな

どを実施してきました。 

  そして、現在は、地域住民の御協力により、放

置されている柿の木の伐採や草刈りなどの環境

整備も行われております。 

  次に、被害の状況ですが、平成30年度までの過

去５年間を見ると、鳥獣害全体の被害額は、1,200

万円から1,300万円で推移しており、わずかなが

ら減少傾向にはありますが、近年はイノシシの被

害が顕著になりつつあります。被害に遭われてい

る皆様からは、猿やイノシシの捕獲を望む声が多

く寄せられている状況です。 

  現在の本市の鳥獣被害対策、特に猿対策の考え

としては、平成27年度に策定しました「鳥獣被害

防止に向けた中・長期計画」に示しているとおり、

追い払いや電気柵などによる防除、バッファーゾ

ーン、いわゆる緩衝帯の整備や放置果樹の伐採等

の環境整備、そして、加害する猿の捕獲の、「防

除、環境整備、捕獲」をバランスよく講じること

が重要であり、地域住民の皆様と行政、そして猟

友会の３者が一致協力して取り組むことが必要

不可欠であると考えております。 

  なお、大型のわなによる猿の一群捕獲について

は、中・長期計画の中では、さまざまな手段を講

じても深刻な農作物被害や人的被害の危険性が

高まった場合は検討することにしておりますが、

他地区の事例などを見ますと、設置する費用や捕

獲した後の環境整備等の対策を徹底しないと、他

の群れが侵入するおそれがあることなど、それら

の課題もあるため、慎重に検討する必要があると

考えております。 

  次に、市内での緩衝帯整備については、既に南

原坂下地区で山形みどり環境税のモデル事業で

あります「動物共生の森づくり事業」を活用し、

平成20年度に実施し、その翌年から地域ぐるみに

よる草刈りなどの維持管理を行っており、平成28

年度からは新たに小野川地区、大平地区において

実施しております。 

  なお、より効果のある猿害対策とするには、緩

衝帯の整備等を実施する前に、地域内を専門家と

地域住民が共同で環境点検等を実施し、現地踏査

による情報収集をすることが大切であり、それら

の情報を集約し、地域ぐるみで分析・共有するこ

とにより、適切な場所に適切な対策を講じること

が可能になると考えております。 

  そして、緩衝帯を整備した場合は、その後の維

持管理が重要となりますが、地域全体で継続して

対応していくためには、地域の結束力を向上させ

ることが必要になります。 

  そのため、猿害対策を農作物や人的被害の防止

とだけ捉えるのではなく、地域振興策の一つとし

て捉え、農作物被害のない方も含めた地域住民全

体で連携した取り組みとすることが重要と考え

ております。 

  議員の御提案にありました当該地域における遊

歩道の整備は、地域環境、地域資源を活用した市

民の健康づくりに活用でき、現在、整備している

「ようざん桜の杜」をめぐるようなルート設定が

できれば、より多くの方が訪れ、それによって猿

などの出没が抑えられることも考えられますの

で、猿害対策と地域振興を同時に実現できる方法

ではないかと思います。 

  なお、緩衝帯の設置、そして、そこに遊歩道の

整備ができるかどうかについては、今後、地域の

皆様の御意見をお伺いしながら、ともに研究して

いく必要があると考えております。 

  私からは以上です。 
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○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、斎場の建てか

えについて、市民ニーズ把握の重要性の認識はと

の御質問についてお答えいたします。 

  初めに、斎場の現状ですが、本市の斎場は、昭

和46年に建築され、建築後48年を経過しておりま

す。これまで待合室の増築や各種設備の改修・修

繕を行い、火葬業務を行ってまいりました。 

  昨年度、「米沢市まちづくり総合計画第２期実

施計画」に基づき、斎場耐震化事業として斎場施

設を安全に使用できるよう、耐震診断を行ったと

ころですが、耐震診断の結果、火葬炉がある斎場

棟は耐震強度基準を満たしていたものの、待合室

棟については耐震補強が必要とのことでありま

した。 

  現在、診断結果に基づいた耐震補強設計を進め

ており、来年度に耐震補強工事を実施するととも

に、火葬炉等、各種設備の計画的な修繕を行いな

がら、施設の長寿命化を図っていくこととしてお

ります。 

  さらに、毎年のメンテナンス費用についてであ

りますが、昨年度の火葬炉設備の修繕経費は約

570万円となっており、毎年ほぼ同じ規模で修繕

が必要となっているところです。これは、主に火

葬炉を構成する耐火れんがなどが燃焼によって

損耗し、定期的に交換修繕を行う必要があること

から、４つある火葬炉を毎年２つずつ交互に修繕

しており、これにより斎場機能を休止することな

く、安定継続した火葬業務を提供することが可能

となっているところであります。 

  次に、斎場に従事する職員の資質向上や技術継

承をしっかり進めることなど、ソフト面に関して

でありますが、人生の終焉、最後の別れの場であ

る斎場に従事する職員は、一般的な業務と比べて

作法や礼を重んじる態度が特に大切であり、一朝

一夕に身につくものではないと考えます。 

  現在、指定管理者による斎場の業務に従事する

職員は３名体制でありますが、将来、退職などに

より人員に変更があった場合には、引き継ぎをし

っかり行うことはもちろん、職員研修など人材育

成にも十分配慮するよう指定管理者に求めてい

くとともに、担当課である環境生活課と指定管理

者との連携を十分図ってまいります。 

  次に、市民ニーズの把握等についてであります

が、現在の施設は50年近く経過しており、さまざ

まな機能面では他市の最新の斎場施設と比べて

改善が望まれる点も少なくないと思われます。 

  また、伝統や文化、慣習の面からも葬儀全般に

対する社会の意識が変化してきていると思われ、

地域の文化、慣習なども踏まえたこれからの斎場

のあり方や斎場に求められる機能などについて、

今後の施設更新の検討を進める上では、関係者の

意見を聞くとともに、全国の斎場の最近の更新事

業の進め方を研究しながら、市民ニーズの把握に

努めることが重要であると認識しております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、４の冬期間の

行き届いた除雪対策についてお答えします。 

  地域共助による除排雪体制の整備に向けた取り

組み状況でありますが、今年度におきましては、

当初予算に費用を盛り込み、「地域の支え合いに

よる除排雪モデル事業補助金」制度を創設したと

ころであります。 

  これは、昨年、市内全地域で話し合いを進めて

きた中で、モデル事業に取り組んでみたいとお申

し出いただいた団体からの提案内容をもとに策

定したものであります。 

  この制度は、地域共助による除排雪体制を強化

し、冬期間の安全・安心なまちづくりを推進する

ことを目的とし、地域住民で構成する団体を対象

に補助金を交付するものであります。 

  対象となる事業は、地域が主体となって行う、

地域内の共助による除排雪体制の整備のための
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事業とし、補助金額は１団体10万円を上限として、

地域の実情に応じた幅広い取り組みに活用でき

る制度としております。 

  事業の一例を挙げますと、地域の高齢者宅を中

心とした除排雪作業を実施した際の小型除雪機

等の燃料費の補助、雪処理の担い手育成のための

講習会の開催費、貸し出し用ヘルメット購入など、

除雪作業の安全対策事業などの提案を各地域か

らいただいております。 

  また、補助要件として、除排雪作業時のボラン

ティア保険の加入を義務づけさせていただいた

ところであります。 

  これまでの進捗状況でありますが、先月までの

間に、モデル事業の提案をいただきました７地区

の８団体に補助金制度の趣旨を説明し、補助金申

請の案内を行ったところであります。 

  現在、各地域において除排雪に関する地域の現

状や解決したい課題を話し合って、補助金申請に

向けた事業計画書を作成いただいているところ

であり、市でも適宜サポートを行いながら、10月

を目途に交付決定を予定しているところであり

ます。 

  対象となる団体としましては、既存の地域組織

を初め、町内会や本事業のために新しく組織する

団体など、地域の実情に応じたさまざまな団体を

対象としておりますが、地域防災の役割の一つと

して地域防災組織を活用すべきとの御提案につ

きましても、地域の支え合いによる体制を強化す

るという本制度の趣旨に沿うものであり、望まし

い姿の一つであると考えております。 

  今後、モデル事業として取り組んでいく中で、

効果の検証や評価を行いながら、制度に磨きをか

け、将来的には市内全域を対象とした事業に拡大

していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 影澤政夫議員。 

○２番（影澤政夫議員） どうもお答えいただきま

して、まことにありがとうございました。 

  ちょっと残り時間も少なくなってしまって、ま

ずもって近々やってくるであろう雪について、さ

らに、今部長のほうからお答えありましたけれど

も、これにつきまして、少し今までの質問内容で

しますと、これは地域のマンパワーを生かすとい

うことだというふうに思うんですけれども、その

上で、先ほど申しましたように、私としては個人

と団体の別なく、隣組、和気あいあいと、あるい

は簡単にそういった補助をいただけるようにな

ればいいのかなというふうに思うわけなんです

が、なかなかそこまでは細分化できないというこ

とでよろしいでしょうか。そういう認識でよろし

いでしょうか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 地域によってはさまざま

御事情もあると思いますので、私どものほうも隣

組というのは当然想定をしております。ただし、

団体ということですので、お一人で、１対１でや

られるというものは想定をせず、現在のところは

団体というところで２人以上のところで、安全の

ためにも何とかそういうような組織をつくって

いただきたいと。通常はもう少し大きい人数の中

で少し高齢者の方々を見守っていただければと

いうようなイメージを持っているところでござ

います。 

○鳥海隆太議長 影澤政夫議員。 

○２番（影澤政夫議員） わかりました。 

  その上で、ちょっと別な観点からなんですけれ

ども、米沢市には、先ほど来もちょっとお話あっ

たように、既存のいわゆる克雪設備というものが、

例えば流雪溝でありますとか、それからいろんな

今まで先人が対応されてきたいろんな克雪整備

がございます。 

  こちらのほうも、やはり共助というものも含め

て、路地、各津々浦々まで水路等の部分もめぐら

されているわけでございますし、その水路に関し

て言えば、最近では非常に水が少なくて、あるい

は流量が少なくとも対応できるような、そういっ
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た工夫できるパネル等の開発もなされているよ

うですし、さまざまなパネルサイズもあるという

ようなこともあって、いろいろ水利権の問題であ

るとか、県とか国とか、いろいろ問題はあろうか

というふうに思いますけれども、市民が共助とし

てともどもやろうというときに、国も市も、ある

いは県も、あるいは関連の水利組合の方々も御理

解いただく中から、そういった細々した水路まで

も入れまして、かつその施設について、溢水や雪

がたまらないような、そういった設備も最近開発

されているように聞きますので、ぜひそういった

ことも導入していただきたいと思うのでありま

すけれども、いかがでございましょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 御質問の現有流雪溝の機能ア

ップ策というようなところでお答えさせていた

だきますと、ただいまお話があったとおり、流雪

溝は投下されました雪を水の流れによって運搬

処理する施設でありますから、豊富な水量はもと

より、適度な水路勾配や流速を得るための最適な

水路断面形状が求められるところでございます。

そういったところから、少しでも流下能力の向上

を図るため、以前から流雪溝の改良や研究が行わ

れてきたところでございます。 

  ただいま議員から御紹介がありました鉄筋コン

クリート製品の水路断面内部のほうに側壁パネ

ルとして網を設置して、溢水防止効果や流雪能力

アップを図った製品も生み出されているところ

でございます。 

  市で管理している流雪溝水路におきましては、

主に溢水被害が頻繁に発生する場所を中心に、現

在、市内で４路線、延長にして約210メートルほ

ど設置しているところでございます。 

  一方で、網の部分にごみが付着して水の流れが

阻害されて溢水を誘発する原因となるというよ

うなところもありますので、その設置に当たって

は、維持管理も含めて十分厳選しながらやってい

く必要があると思っているところでございます。 

  また、あわせまして、現在取り組んでいる別工

法といたしまして、流雪溝水路の中に水が流れる

面に特殊な樹脂塗装を施しまして、雪の付着をし

づらくして流下能力を上げてスムーズな流雪作

業に効果をつなげている路線もあるところでご

ざいます。流雪溝の効果を上げるためにさまざま

な検討を重ねて、よい工法がないか引き続き検討

してまいりたいと思っております。 

○鳥海隆太議長 影澤政夫議員。 

○２番（影澤政夫議員） 210メートルということで、

まだまだ足りないというふうに思うんですけれ

ども、ぜひそれをまず検証される中から、こうい

った技術も導入しながら、既存の克雪資産といい

ますか、本市の克雪資産を十分生かし切っていた

だきたいものだなというふうに思います。 

  それと、これはあくまでも苦言ということにな

るのかどうかわかりませんけれども、これは雪の

壁の問題というふうなことについてちょっとお

話ししたいというふうに思うんですが、毎年、出

会い頭の事故、買い物から出られて、そして本道

に出ようとしたときに左右の確認ができなくて

交通事故に遭われると、衝突事故が起こるという

事故が絶えません。 

  これは、とりもなおさず見通しが悪いからとい

うふうに私は思うんですけれども、具体的には、

木には申しわけないですけれども、県道等の街路

樹の配置であるとか、及び県の規定、例えば条例

等の関係からして、24条申請とか、いろんな難し

い条例の規定もあるということも含めて、理解は

するのですけれども、そこにもやはり雪国特有の

こういった問題があるということも含めて、御理

解いただくように市からも働きかけていただく

とか、街路樹の関係の樹間間隔を少し幅広くして

もらうとか、間口も幅広くとってもいいとかとい

うようなことの優しい行政というようなものに

ついても、やっぱり求めていかないと、毎年同じ

ようなことで交通事故になってしまうと。 

  不要だから切ってしまえとは申しませんけれど
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も、こういった障害になっている以上、一定程度

お考えいただきたいと思いますが、いかがでござ

いましょうか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 道路の植樹につきましては、

以前道路断面という定規がありまして、緑化基準

で適度な間隔、７メートルほどですけれども、そ

ういったところで設置してきた経緯もあります。

今、新たに道路をつくるときは、ローカルルール

というふうな形で、豪雪地帯は十分な堆雪幅とか、

そういったところを考慮しながら道路築造にも

当たっているところであります。 

  そして、今お話がありました24条で、承認工事

で新たに入り口なんかをつくるときですけれど

も、間口の幅とか、あるいは見通しを得るような、

そういった条件もあるところでございます。そし

て、一方で、邪魔になった植樹は移設というよう

なところが原則になっているところもあります

けれども、そういったところをうまく出会い頭の

事故につながらないような形で対処できるよう

なところでうまくその辺を勘案しながら、24条の

申請に当たってまいりたいと思いますし、県道も

ありますので、県のほうにもこの辺の御趣旨のほ

うを伝えてまいりたいと思っております。 

○鳥海隆太議長 影澤政夫議員。 

○２番（影澤政夫議員） ぜひそのようにお願いし

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  時間も押す中で大変恐縮でありますけれども、

先ほど循環型農業について、いろいろと先陣を切

っておられる法人の方々とか、あとクラスター協

議会の存在についてもいろいろと御説明いただ

きまして、ありがとうございます。 

  その中で、私、問題といいますか、少し考えて

いただきたい中で、特に大切なことは、いわゆる

後進を、若い人たちがとにかく楽しくやれるよう

な今後の農政というようなことも含めて、土地の

保全ということもあえて申し上げさせていただ

きました。 

  産業部長のほうからは、そのうちいろいろな、

今後ルールをつくるとすれば、あるいは今でき上

がっているルールの関係で言えば、除草の徹底で

ありますとか、その他、およそかなり大規模な開

発を有する場合、張り紙等で地区に知らせる、地

域住民の理解を得るということも含めて、少し規

制というか、今後のありようについて若干の話等

ございまして、それはそのようにやっていただけ

ればというふうに思いましたけれども、例えば、

これが農業委員会とかというような部分の中で、

どのように今後扱われるべきというふうになる

のか、ちょっとその辺お伺いしたいと思います。 

○鳥海隆太議長 伊藤農業委員会会長。 

○伊藤精司農業委員会会長 一定のルールづくりの

必要性についてどう考えるかについてお答えい

たします。 

  最近、飼料作物の作付、特にデントコーンが急

速に拡大されていることについて、一部の農業者

から不安視する声を私も聞いております。さらに、

農地の貸し借りや売買等については、当事者間の

話し合いにより成立するため、作付する作物によ

って不許可とし、作付を制限することはできませ

ん。隣地の作物に影響を与えることのないような

防除や除草の管理をしっかり行っていただく必

要があります。 

  また、熊のすみかや人里への出没が懸念される

山際のデントコーンの作付では、収穫時期をおく

らせ、デントコーンの作付地に熊がとどまるよう

にしていることや、山間地での熊の出現を回避す

るため、デントコーンでなく牧草を作付するなど

の対応を行っているところです。 

  これらのことから、誤解や不安を招かないよう、

今後、農業委員会としても管理の徹底や飼料生産

組合と稲作農家との情報の共有などに努めなが

ら、まずは相互理解が深まるよう十分な話し合い

を継続していきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 影澤政夫議員。 

○２番（影澤政夫議員） お答えありがとうござい
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ました。 

  とにかく単純に規制するとか、どうするとかの

問題ではなくて、とにかく皆さんで知恵を出しな

がらやっていただくと、今後も続けていただく上

では、やはり地区の企業体に対して集積していく

と、農業そのもの、耕種そのものもそういったこ

とに集積していく部分についても、一定程度皆さ

ん望むところもあれば、不安なところもあるとい

うふうに思うわけです。 

  そういった場面で、やはり農業委員会初め、農

林課、その母体組織はもとより、市全般としてや

っぱりそういった意味では対応を考えていかな

ければならない時期に来ているのかなというふ

うに思うのであります。 

  今後もぜひ地道な活動とあわせて積極的な展開

を、いろいろ変わりますので、その都度御対応い

ただく中で、我々議員も含めて、それこそ御相談

いただければ相談に乗れるというふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

  ちょっと時間がなくなってしまって、今度バッ

ファーゾーンの関係とか、いろんなものあります

けれども、また12月議会で対応いたします。失礼

しました。 

○鳥海隆太議長 以上で２番影澤政夫議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○鳥海隆太議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

  午後 ４時２０分 散  会 

 


